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令和８年度答申第１７号 

令和８年７月２１日 

 

諮問番号 令和７年度諮問第６５号（令和７年１０月１日諮問） 

審 査 庁 国土交通大臣 

事 件 名 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法１６条に基づく使用認可

処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、東海旅客鉄道株式会社（（下下本本件鉄道会社 という。）が、中央新幹

線品川・名古屋間建設工事（（下下本本件事業 という。）について、大深度地下の

公共的使用に関する特別措置法（平成１２年法律第８７号。下下本大深度法 と

いう。）１０条に基づく大深度地下の使用の認可の申請（（下下本本件申請 という。）

をしたのに対し、国土交通大臣（（下下本件審査請求に係る処分に関する場合は（本処

分庁 又は本審査庁 という。）が、大深度法１６条に基づく使用の認可（（下下本本

件使用認可 という。）をしたところ、本件申請に係る事業を施行する大深度地下

に係る区域（（下下本本件事業区域 という。）にその地下が含まれる土地を所有す

る審査請求人Ｘ（（下下本審査請求人 という。）が、これを不服として審査請求を

した事案である。 

１ 関係する法令等の定め 

（１）大深度法関係 
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ア 目的 

大深度法１条は、この法律は、公共の利益となる事業による大深度地下

の使用に関し、その要件、手続等について特別の措置を講ずることにより、

当該事業の円滑な遂行と大深度地下の適正かつ合理的な利用を図ることを

目的とする旨規定する。 

イ 定義 

大深度法２条１項は、（本大深度地下 とは、同項各号に掲げる深さのうち

いずれか深い方下上の深さの地下をいうと規定し、同項１号は、（本建築物の

地下室及びその建設の用に通常供されることがない地下の深さとして政令

で定める深さ を掲げ、同項２号は、（本当該地下の使用をしようとする地点

において通常の建築物の基礎ぐいを支持することができる地盤として政令

で定めるもののうち最も浅い部分の深さに政令で定める距離を加えた深さ 

を掲げる。 

これを受けて、大深度地下の公共的使用に関する特別措置法施行令（平

成１２年政令第５００号。下下本大深度法施行令 という。）１条は、大深

度法２条１項１号の政令で定める深さは、地表から４０メートルと規定す

る。また、大深度法施行令２条１項は、大深度法２条１項２号の通常の建

築物の基礎ぐいを支持することができる地盤として政令で定めるものは、

その地盤において建築物の基礎ぐいを支持することにより当該基礎ぐいが

１平方メートル当たり２５００キロニュートン下上の許容支持力を有する

こととなる地盤（（下下本支持地盤 という。）とすると規定し、大深度法施

行令２条２項は、前項の許容支持力は、地盤調査の結果に基づき、国土交

通大臣が定める方法により算出するものとすると規定し、同条３項は、大

深度法２条１項２号の政令で定める距離は、１０メートルとすると規定す

る。 

また、大深度法２条２項は、本事業者 とは、大深度法４条各号に掲げる

事業を施行する者であって大深度地下の使用を必要とするものをいうと規

定し、大深度法２条３項は、（本事業区域 とは、大深度地下の一定の範囲に

おける立体的な区域であって大深度法４条各号に掲げる事業を施行する区

域をいうと規定する。 

ウ 対象地域及び対象事業 

大深度法３条は、この法律による特別の措置は、人口の集中度、土地利

用の状況その他の事情を勘案し、公共の利益となる事業を円滑に遂行する
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ため、大深度地下を使用する社会的経済的必要性が存在する地域として政

令で定める地域（下下本対象地域 という。）について講じられるものとす

ると規定する。これを受けて、大深度法施行令３条及び別表１は、対象地

域とは、首都圏（（東都都の特別区の存する区域、川崎市、町田市等）、中部

圏（名古屋市、春日井市等）等の対象地域であると規定する。 

また、大深度法４条のいわゆる柱書きは、この法律による特別の措置は、

同条各号に掲げる事業について講じられるものとすると規定し、同条４号

は、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）７条１項に規定する鉄道事業

者（（鉄道事業の許可を受けた者。下下単に本鉄道事業者 という。）が一般

の需要に応ずる鉄道事業の用に供する施設に関する事業を掲げる。 

エ 基本方針 

大深度法６条１項は、国は、大深度地下の公共的使用に関する基本方針

（下下本基本方針 という。）を定めなければならないと規定し、同条２項

は、基本方針においては、大深度地下における公共の利益となる事業の円

滑な遂行に関する基本的な事項（同項１号）、大深度地下の適正かつ合理的

な利用に関する基本的な事項（同項２号）、安全の確保、環境の保全その他

大深度地下の公共的使用に際し配慮すべき事項（同項３号）及びそのほか

大深度地下の公共的使用に関する重要事項（同項４号）を定めるものとす

ると規定する。 

オ 大深度地下使用協議会 

大深度法７条１項は、公共の利益となる事業の円滑な遂行と大深度地下

の適正かつ合理的な利用を図るために必要な協議を行うため、対象地域（（首

都圏、近畿圏及び中部圏）ごとに、政令で定めるところにより、国の関係

行政機関及び関係都道府県により、大深度地下使用協議会（（下下本協議会 

という。）を組織すると規定する。 

カ 使用の認可 

（ア）大深度法１０条（使用の認可）は、事業者は、対象地域において、こ

の章（第三章 使用の認可）の定めるところに従い、使用の認可を受け

て、当該事業者が施行する事業のために大深度地下を使用することがで

きると規定し、大深度法１１条１項３号イは、事業が、鉄道事業者がそ

の鉄道事業の用に供する施設に関する事業に該当するものであるとき

は、国土交通大臣が使用の認可に関する処分を行うと規定する。 

（イ）大深度法１２条（事前の事業間調整）１項は、事業者は、使用の認可
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を受けようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で定めるところに

より、事業者の名称、事業の種類等を記載した事業概要書を作成し、鉄

道事業者がその鉄道事業の用に供する施設に関する事業にあっては、当

該事業を所管する大臣（（下下本事業所管大臣 という。）に、これを送付

しなければならないと規定し、同条２項は、事業者は、前項の規定によ

り事業概要書を送付したときは、国土交通省令で定めるところにより、

事業概要書を作成した旨その他国土交通省令で定める事項を公告する

とともに、事業区域が所在する市町村において、当該事業概要書を当該

公告の日から起算しておおむね３０日間の期間を定めて、縦覧に供しな

ければならないと規定する。 

また、同条３項は、同条１項の規定により事業概要書を送付された事

業所管大臣は、速やかに、事業区域が所在する対象地域に組織されてい

る協議会の構成員にその写しを送付しなければならないと規定し、同条

４項は、前項の規定により事業概要書の写しを送付された協議会の構成

員（（大深度法４条各号に掲げる事業を所管する行政機関に限る。）は、同

条各号に掲げる事業を施行する者のうち当該協議会の構成員が所管する

ものに対し、当該事業概要書の内容を周知させるため必要な措置を講じ

なければならないと規定する。 

そして、大深度法１２条５項は、同条２項の規定による公告をした事

業者は、同項の縦覧期間内に、事業区域又はこれに近接する地下におい

て、大深度法４条各号に掲げる事業を施行し、又は施行しようとする者

から事業の共同化、事業区域の調整その他事業の施行に関し必要な調整

の申出があったときは、当該調整に努めなければならないと規定する。 

（ウ）大深度法１４条（使用認可申請書）１項は、事業者は、使用の認可を

受けようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、事業者の

名称（（同項１号）、事業の種類（（同項２号）、事業区域（同項３号）、事業

により設置する施設又は工作物の耐力（同項４号）並びに使用の開始の

予定時期及び期間（同項５号）を記載した使用認可申請書を、大深度法

１１条１項の事業にあっては事業所管大臣を経由して国土交通大臣に

提出しなければならないと規定する。また、同条２項は、上記使用認可

申請書には、国土交通省令で定めるところにより、使用の認可を申請す

る理由を記載した書類（同項１号）、事業計画書（同項２号）等の書類を

添付しなければならないと規定する。 



5 

（エ）大深度法１６条（使用の認可の要件）は、国土交通大臣は、申請に係

る事業が同条各号に掲げる要件の全てに該当するときは、使用の認可を

することができると規定し、同条１号は本事業が第４条各号に掲げるも

のであること。 を、２号は本事業が対象地域における大深度地下で施行

されるものであること。 を、３号は本事業の円滑な遂行のため大深度地

下を使用する公益上の必要があるものであること。 を、４号は本事業者

が当該事業を遂行する十分な意思と能力を有する者であること。 を、５

号は本事業計画が基本方針に適合するものであること。 を、６号は本事

業により設置する施設又は工作物が、事業区域に係る土地に通常の建築

物が建築されてもその構造に支障がないものとして政令で定める耐力

下上の耐力を有するものであること。 を、７号は本事業の施行に伴い、

事業区域にある井戸その他の物件の移転又は除却が必要となるときは、

その移転又は除却が困難又は不適当でないと認められること。 を掲げ

ている。 

これを受けて、大深度法施行令５条１項は、大深度法１６条６号の政

令で定める耐力は、事業により設置する施設又は工作物の位置、土質及

び地下水の状況に応じ、通常の建築物の建築により作用する荷重、土圧

及び水圧に対して当該施設又は工作物が安全であることが、国土交通大

臣の定める方法により確かめることができる最低の耐力とすると規定す

る。また、大深度法施行令５条２項は、前項の通常の建築物の建築によ

り作用する荷重は、その建築により地表から２５メートルの深さまで排

土するものとした場合において増加荷重が１平方メートル当たり３００

キロニュートンとなる建築物が施設又は工作物に作用する荷重とし、土

質、地下水の状況及び支持地盤の位置に応じ、国土交通大臣が定める方

法により算定するものとすると規定する。 

これを受けて、大深度法施行令５条１項に規定する国土交通大臣の定

める方法については、平成１３年国土交通省告示第２９２号が、同条２

項に規定する国土交通大臣が定める荷重の建築物については、同年同省

告示第２９４号が、同項に規定する国土交通大臣の定める方法について

は、同年同省告示第２９５号が、それぞれ規定している。 

（オ）大深度法２０条（使用の認可の手続に関する土地収用法の準用）前段

は、国土交通大臣が使用の認可に関する処分を行おうとする場合の手続

については、大深度法１８条（関係行政機関の意見の聴取等）及び１９
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条（説明会の開催等）に規定するもののほか、土地収用法（昭和２６年

法律第２１９号）２２条から２５条までの規定を準用すると規定する。 

上記の準用に係る土地収用法２２条（大深度法２０条後段の規定によ

り読み替えた後のもの。下下（オ）において土地収用法２５条までにつ

いて同じ。）は、国土交通大臣は、使用の認可に関する処分を行おうとす

る場合において必要があると認めるときは、申請に係る事業の事業計画

について専門的学識又は経験を有する者の意見を求めることができると

規定する。同法２３条１項は、国土交通大臣は、使用の認可に関する処

分を行おうとする場合において必要があると認めるときは、公聴会を開

いて一般の意見を求めなければならないと規定する。同法２４条１項は、

国土交通大臣は、使用の認可に関する処分を行おうとするときは、所定

の場合を除き、事業区域が存在する市町村の長に対して使用認可申請書

及びその添附書類のうち当該市町村に関係のある部分の写しを送付しな

ければならず、同条２項は、市町村長が前項の書類を受け取ったときは、

直ちに、事業者の名称、事業の種類及び事業区域を公告し、公告の日か

ら２週間その書類を公衆の縦覧に供しなければならないと規定する。同

法２５条１項は、同法２４条２項の規定による公告があったときは、使

用の認可について利害関係を有する者は、同項の縦覧期間内に、都道府

県知事に意見書を提出することができると規定する。 

（カ）大深度法２１条（使用の認可の告示等）１項は、国土交通大臣は、大

深度法１６条の規定によって使用の認可をしたときは、遅滞なく、その

旨を当該使用の認可を受けた事業者（下下本認可事業者 という。）に文

書で通知するとともに、認可事業者の名称、事業区域等を官報で告示し

なければならないと規定する。 

（キ）大深度法２５条（使用の認可の効果）は、大深度法２１条１項の規定

による告示があったときは、当該告示の日において、認可事業者は、当

該告示に係る使用の期間中事業区域を使用する権利を取得し、当該事業

区域に係る土地に関するその他の権利は、認可事業者による事業区域の

使用を妨げ、又は当該告示に係る施設若しくは工作物の耐力及び事業区

域の位置からみて認可事業者による事業区域の使用に支障を及ぼす限

度においてその行使を制限されると規定する。 

（２）全国新幹線鉄道整備法（昭和４５年法律第７１号。下下本新幹線整備法 

という。）関係 
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ア 目的 

新幹線整備法１条は、この法律は、高速輸送体系の形成が国土の総合的

かつ普遍的開発に果たす役割の重要性に鑑み、新幹線鉄道による全国的な

鉄道網の整備を図り、もって国民経済の発展及び国民生活領域の拡大並び

に地域の振興に資することを目的とすると規定する。 

イ 建設を開始すべき新幹線鉄道の路線（下下本建設線 という。）の調査の

指示 

新幹線整備法５条１項前段は、国土交通大臣は、新幹線整備法４条の規

定により建設線を定める基本計画（（下下本基本計画 という。）を決定した

ときは、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（下下本本件機構 

という。）その他の法人であって国土交通大臣の指名するものに対し、建設

線の建設に関し必要な調査を行うべきことを指示することができると規定

する。 

ウ 営業主体及び建設主体の指名 

新幹線整備法６条１項は、国土交通大臣は、建設線について、その営業

を行う法人（下下本営業主体 という。）及びその建設を行う法人（下下本建

設主体 という。）を指名することができると規定する。 

エ 整備計画 

新幹線整備法７条１項は、国土交通大臣は、新幹線整備法５条１項の調

査の結果に基づき、政令で定めるところにより、基本計画で定められた建

設線の建設に関する整備計画（（下下本整備計画 という。）を決定しなけれ

ばならないと規定する。 

オ 建設線の建設の指示 

新幹線整備法８条前段は、国土交通大臣は、新幹線整備法７条の規定に

より整備計画を決定したときは、建設主体に対し、整備計画に基づいて当

該建設線の建設を行うべきことを指示しなければならないと規定する。 

カ 鉄道事業法の適用の特例 

新幹線整備法１４条１項は、営業主体と建設主体が同一の法人である場

合において建設主体に対する新幹線整備法８条の規定による建設の指示が

行われたときは、当該指示に係る建設線の区間について、当該法人は、鉄

道事業法３条１項の規定による第一種鉄道事業の許可を受けたものとみな

すと規定する。 

キ 交通政策審議会への諮問 
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新幹線整備法１４条の２は、国土交通大臣は、同条各号に掲げる事項に

ついて、交通政策審議会に諮問しなければならないと規定し、同条２号は、

新幹線整備法６条１項の規定による営業主体又は建設主体の指名に関する

事項を、新幹線整備法１４条の２第３号は、整備計画の決定及びその変更

に関する事項を掲げている。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、下下のとおりである。 

（１）審査請求人は、本件事業区域に係る土地を所有し、居住している。 

  （（本公図等転写続続図と地形図の重ね図【Ａ地】（15/93） と題する資料） 

（２）本件鉄道会社は、平成２３年５月１２日にされた交通政策審議会陸上交通

分科会鉄道部会中央新幹線小委員会（（下下本小委員会 という。）による答申

（下下本小委員会答申 という。）を経て、国土交通大臣から、同月２０日、

新幹線整備法６条１項に基づき、昭和４８年１１月１５日運輸省告示第４６

６号をもって基本計画を決定した中央新幹線（（東都都・大阪市間。下下同じ。）

について、営業主体及び建設主体として指名を受けた。 

また、本件鉄道会社は、平成２３年５月２７日、新幹線整備法７条１項に

より同月２６日に決定された整備計画に基づき、新幹線整備法８条に基づく

国土交通大臣による中央新幹線の建設の指示を受けた。 

 （小委員会答申、建設主体指名書、営業主体指名書、整備計画、建設指示

書） 

（３）本件事業は、中央新幹線のうち、平成２６年１０月１７日に新幹線整備法

９条１項に基づく工事実施計画（その１）の認可を受けた、品川・名古屋間

を先行整備する事業である。 

上記の認可を受けるのに先立って、本件鉄道会社は、同年３月１４日、大

深度法１２条１項に基づいて事業概要書を作成して国土交通大臣に送付し

た上、これについての公告・縦覧を実施し、国土交通大臣は、当該事業概要

書を、協議会の構成員に送付し、協議会の構成員は、協議会の構成員が所管

する事業者にこれを周知し、その結果、他の事業者からの事業の共同化の申

出はなく、事業区域調整については４件の申出があった。 

   また、上記の工事実施計画（その１）については、中部圏の一部の事業区

域が変更され、変更後の工事実施計画（その２）については、平成３０年３

月２日に新幹線整備法９条１項に基づく認可がされた。上記の認可を受ける

のに先立って、本件鉄道会社は、平成２９年１０月２０日、大深度法１２条
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１項に基づいて変更後の事業概要書を作成して国土交通大臣に送付した上、

これについての公告・縦覧を実施し、国土交通大臣は、当該事業概要書を、

協議会の構成員に送付し、協議会の構成員は、協議会の構成員が所管する事

業者にこれを周知し、その結果、他の事業者からの事業の共同化の申出はな

く、事業区域調整についても申出はなかった。 

   （平成２６年１０月１７日付け認可書、平成３０年３月２日付け認可書、

本（（別添書類第２号）事業計画書 、本（（別添書類第１０号）事前の事業間調整

の経過の要領及びその結果を記載した書類 、本中央新幹線（東都都・名古屋

市間）の大深度地下の公共的使用に係る事業概要書の送付について と題す

る書面（平成２６年３月１４日付け）、事業概要書（平成２６年３月１４日付

け）、本中央新幹線（東都都・名古屋市間）の事業概要書について と題する

資料、第５回首都圏大深度地下使用協議会幹事会議事次第・議事録、本中央新

幹線（東都都・名古屋市間）の事前の事業間調整の手続について と題する

資料、第４回中部圏大深度地下使用協議会幹事会議事次第・議事録、事業概

要書（平成２９年１０月２０日付け）、第６回中部圏大深度地下使用協議会幹

事会概要、第７回首都圏大深度地下使用協議会幹事会に係る概要、本中央新幹

線（品川・名古屋間）の大深度地下の公共的使用に係る事業概要書の送付に

ついて と題する書面（平成２９年１０月２０日付け）、中央新幹線（東都

都・名古屋市間）の大深度地下の公共利用に係る事業概要書に関する事業の

施行に関し必要な調整の申出） 

（４）本件鉄道会社は、平成３０年３月２０日、国土交通大臣（処分庁）に対し

て、本件事業の延長２８５．６キロメートルのうち、東都都品川区北品川三

丁目地内から同町田市小山町地内までの３３．３キロメートルの区間及び愛

知県春日井市坂下町四丁目地内から同名古屋市中区丸の内一丁目地内まで

の１７．０キロメートルの区間の合計５０．３キロメートルを事業区域とし

て、大深度法１０条に基づき、大深度地下使用の認可を申請した（（本件申請）。 

（使用認可申請書） 

（５）本件鉄道会社は、平成３０年３月２０日、本件申請に関する説明会（下下

本本件説明会 という。）を、同年５月１０日から同月１８日にかけて、東都

都において５回、神奈川県において４回及び愛知県において５回、それぞれ

開催する旨の周知のための書面を、本件鉄道会社のウェブサイト上に掲載し

た。また、本件鉄道会社は、同年４月、東都都品川区、同大田区、同世田谷

区、同町田市、神奈川県川崎市、愛知県春日井市及び同名古屋市の自治体広
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報に、本件説明会を開催する旨の案内を掲載し、自治会の回覧によっても同

様の案内を行い、本件説明会の開催に先立って、本件申請に係る申請書及び

その添付書類を本件鉄道会社のウェブサイト上に掲載した。 

本件鉄道会社は、同年５月に本件説明会を開催し、その後、本件申請に係

る申請書及びその添付書類に加え、本件説明会の資料及びその際にされた主

な質問とこれに対する本件鉄道会社の説明に関する資料を本件鉄道会社の

ウェブサイト上に掲載するとともに、本件鉄道会社の事務所で閲覧に供し、

本件事業区域の直上に所在する土地の所有権登記名義人及び本件事業区域

の直上の居住者に対し、上記のように掲載及び公開がされている旨の通知を

送付した。 

（本中央新幹線品川・名古屋間の大深度地下使用の認可申請に関する説明

会の開催について と題する書面、本件鉄道会社のウェブサイト、各自治

体広報、本中央新幹線品川・名古屋間の大深度地下使用認可申請に関する説

明会開催のお知らせ と題する書面、本中央新幹線品川・名古屋間の大深度

地下使用の認可申請に係る関係資料の公表について と題する書面、本大深

度地下の公共的使用に関する特別措置法に基づく使用認可申請書等の公表

について と題する書面） 

（６）処分庁は、大深度法２０条並びに同条により準用される土地収用法２４条

及び２５条に基づき、平成３０年５月９日から同月２３日まで、本件申請に

係る申請書及びその添付書類について公告・縦覧に供し、使用の認可につい

て利害関係を有する者は意見書を提出することができる旨周知した。 

（国土交通省のウェブサイト） 

（７）処分庁は、大深度法２０条及び同条により準用される土地収用法２３条に

基づき、平成３０年６月２９日及び同月３０日に首都圏で、同年７月６日及

び同月７日に中部圏で、それぞれ公聴会を開催した。 

（公聴会議事録） 

（８）処分庁は、平成３０年８月１日、大深度法２０条及び同条により準用され

る土地収用法２２条に基づき、Ｂ大学教授、Ｃ大学名誉教授及びＤ大学名誉

教授（（下下併せて本教授等 という。）に出席を依頼し、専門的学識及び経験

を有する者の意見の聴取（下下本本件聴取 という。）を実施した。 

（意見聴取の議事要旨） 

（９）いずれも大深度法７条１項に基づく協議会である首都圏大深度地下使用協

議会は平成３０年８月２３日に、中部圏大深度地下使用協議会は同月２４日
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に、それぞれ会議を開催し、本件申請について協議した。 

  （第８回首都圏大深度地下使用協議会議事録、第６回中部圏大深度地下使

用協議会議事録） 

（１０）処分庁は、平成３０年１０月１７日、本件鉄道会社による本件申請に対

して、大深度法１６条に基づく使用の認可をし（本件使用認可）、大深度法２

１条１項に基づいて、国土交通省告示第１１８１号により、本件使用認可に

係る告示をした。 

 （処分通知、国土交通省告示第１１８１号） 

（１１）審査請求人は、平成３１年１月１０日、審査庁に対し、本件使用認可を

不服として、本件審査請求をした。 

（審査請求書） 

（１２）審査庁は、令和７年１０月１日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

（１）審査請求人は、本件事業区域に係る土地を所有し、居住している。 

工事及び工事期間後も何らかの影響被害が生じる可能性がある土地に居

住する審査請求人に許諾の確認をしないまま、居住している自宅の下にトン

ネルを掘ることは、安心して暮らす権利及び環境権の侵害である。 

（２）審査請求人は、大深度地下トンネルについて説明を受けておらず、説明会

の案内も受けていない。どのような構造物ができ、どのような影響が予測さ

れ得るのかなどについては、将来トンネルの直上に居住することになる審査

請求人に対し、個別に説明に来るべきである。 

地盤沈下、家屋のひび・傾き、電磁波による悪影響、振動・騒音などが発

生した場合の、被害補償の対策を明示すべきである。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 審査庁は、審理員意見書のとおり、本件審査請求は理由がないから棄却すべ

きであるとしている。 

２ 審理員意見書の概要は、下下のとおりである。 

（１）処分庁は、本件鉄道会社が平成３０年３月２０日付けで行った本件申請に

ついて、別紙本使用の認可をした理由 のとおり、大深度法１６条各号の要

件を全て充足するものと判断し、同年１０月１７日付けで本件使用認可を行

った。 
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（２）審査請求人の主張は、大深度法１６条５号に掲げる本事業計画が基本方針

に適合するものであること の要件を充足していない点に対する不服と解さ

れる。 

大深度法１６条５号の要件該当性についての判断は、国土交通大臣の合理

的な裁量に委ねられていると認められるところ、その判断が裁量権の範囲の

逸脱又は濫用として違法とされるのは、飽くまでも国土交通大臣の判断が、

その裁量権の行使として行われたことを前提とした上で、その判断が重要な

事実の基礎を欠くか、又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認め

られる場合に限られると解される。 

そして、大深度法１６条５号該当性の審査においては、基本方針で定めら

れた事項のうち、①大深度地下における公共の利益となる事業の円滑な遂行

に関する基本的な事項、②大深度地下の適正かつ合理的な利用に関する基本

的な事項、及び、③安全の確保、環境の保全その他大深度地下の公共的使用

に際し配慮すべき事項に適合するものであるかが判断されることになると

ころ、大深度法１４条２項の添付書類等の客観的資料を踏まえると、処分庁

において、本件事業の事業計画は基本方針に適合すると判断したことは、重

要な事実の基礎を欠くとか、社会通念に照らして著しく妥当性を欠くとまで

はいえないと認められる。 

また、審査請求人の主張は、いずれも憶測又は独自の見解を述べているに

すぎず、本件使用認可の内容を左右するものとは認められない。 

したがって、本件使用認可は、大深度法１６条５号の要件を充足している

ものと考えられる。 

（３）下上より、処分庁が行った本件使用認可は、違法又は不当な点があるとは

いえず、本件審査請求には理由がないから、本件審査請求は、行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）４５条２項の規定により、棄却されるべきで

ある。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一続の手続について 

（１）一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一続の手続の

経過は、次のとおりである（なお、括弧内は、当該手続までの所要期間であ

る。）。 

本件審査請求の受付   ：平成３１年１月１０日 

   審理員の指名      ：令和元年１２月２３日 
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               （本件審査請求の受付から約１１か月半） 

弁明書（副本）の送付  ：令和２年６月１２日 

   審理手続の終結     ：令和７年６月２３日 

               （弁明書（副本）の送付から約５年半月） 

   本件諮問        ：同年１０月１日 

（本件審査請求の受付から６年８か月３週間） 

 （２）そうすると、本件では、①本件審査請求の受付から審理員の指名までに約

１１か月半、及び、②弁明書（副本）の送付から審理手続の終結までに約５

年半月を要したため、本件審査請求の受付から本件諮問までに６年８か月３

週間の期間を要している。 

    しかしながら、下下のとおり、上記①及び②について特段の理由があった

とは認められないから、審査庁においては審査請求事件の進行管理の仕方を

改善する必要がある。 

ア 審査庁は、上記①の理由について、本件審査請求を含めて本件使用認可

に対する審査請求が平成３１年１月１７日までに６７４件あり、これらの

審査請求に係る審理手続を同時に進行することとした上で、一部の審査請

求事件においては、行政不服審査法２３条の規定に基づく審査請求書の補

正を命じ、同法２４条の規定に基づき却下裁決を行い、その中でも、審査

請求書に記載された住所に審査請求人が居住しておらず、住民票調査を行

ってもなお真の住所が確認できなかった審査請求事件に対しては、補正命

令書及び却下裁決書の公示送達を行ったことから、審理員の指名まで約１

１か月半を要した旨回答する。 

  しかしながら、審査庁の上記回答に係る事情（本件使用認可に対する審

査請求の件数、一部の審査請求事件における補正命令及び却下裁決の実施、

その前提としての住民票調査及び公示送達の実施）を考慮しても、本件審

査請求の受付から審理員の指名までに約１１か月半かかったことは期間

を要し過ぎたといわざるを得ず、上記①について特段の理由があったとは

認められない。 

イ 審査庁は、上記②の理由について、（ア）令和２年７月から同年１１月に

かけて３１７名の審査請求人らから提出された反論書（下下本全反論書 

という。）について、審理員において、内容を精査し、再弁明書の要否を検

討するのに相応の時間を要した旨、新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため、執務体制が制限されたことも再弁明書の要否の検討に時間を要した
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ことの一因である旨、検討の結果、再弁明書の提出を求めることとしたた

め、令和５年１月５日、再弁明書の提出の求めと同時に全反論書（副本）

を処分庁に送付した旨、（イ）同年５月から同年６月にかけて２５７名の審

査請求人らから提出された再反論書（下下本全再反論書 という。）につい

て、審理員において、精査し、審査請求書、弁明書、反論書及び再弁明書

も踏まえた論点整理を行った上で、再々弁明書は不要との判断を行った旨、

その後、令和６年１月から同年４月にかけて、３５６名の審査請求人らに

対して口頭意見陳述の意向確認を行い、４５名から口頭意見陳述の申出が

あり、これに、意向確認では反応を得られなかったものの、審査請求書に

は口頭意見陳述を申し出る旨記載していた１１０名も加え、計１５５名を

対象として口頭意見陳述の日程調整を行い、口頭意見陳述を同年７月から

同年１２月にかけて行うこととなった旨、（ウ）同年１２月１９日に全ての

口頭意見陳述が終了した後、審理員において、その結果を取りまとめ、審

査請求書、弁明書、反論書、再弁明書及び再反論書も踏まえた論点整理を

行った上で、６００件６８１名の審査請求に対する審理員意見書を作成し

たため、時間を要した旨回答する。 

しかしながら、上記（ア）については、審査庁の上記回答に係る事情（全

反論書を提出した審査請求人らの人数、新型コロナウイルス感染症拡大防

止のための執務体制の制限）を考慮しても、全反論書の主張内容及び全反

論書を提出した審査請求人ら間における主張内容の共通性に鑑みると、全

反論書（副本）を送付する前提として、全反論書の内容を精査した上で再

弁明書の要否を検討するのに２年下上かかったことは期間を要し過ぎたと

いわざるを得ず、上記（ア）について特段の理由があったとは認められな

い。 

また、上記（イ）については、審査庁の上記回答を前提にすると、全再

反論書が提出された後の令和５年７月から同年１２月までの６か月は、審

理員において、全再反論書の内容を精査し、審査請求書、弁明書、反論書

及び再弁明書も踏まえた論点整理を行った上で、再々弁明書の要否を検討

していたものと考えられる。しかしながら、審査庁の上記回答に係る事情

（全再反論書を提出した審査請求人らの人数、口頭意見陳述の意向確認及

び日程調整が必要な審査請求人らの人数）を考慮しても、全再反論書の主

張内容及び全再反論書を提出した審査請求人ら間における主張内容の共通

性に加え、上記（ア）の期間（全反論書の提出から全反論書（副本）の送
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付までの２年下上）において既に弁明書及び全反論書を踏まえた論点整理

が進められていたことに鑑みると、次の手続である口頭意見陳述の意向確

認に進む前提として、全再反論書の内容を精査した上で再々弁明書の要否

を検討するのに６か月かかったことは期間を要し過ぎたといわざるを得ず、

上記（イ）について特段の理由があったとは認められない。 

したがって、上記②について特段の理由があったとは認められない。 

 （３）上記（２）で指摘した点下外は、本件審査請求から本件諮問に至るまでの

一続の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件使用認可の違法性又は不当性について 

（１）大深度地下の使用の認可の要件について 

大深度法１６条は、国土交通大臣は、大深度地下の使用の認可の申請に係

る事業が、同条各号に掲げる要件の全て（①事業が大深度法４条各号に掲げ

るものであること（（１号）、②事業が対象地域における大深度地下で施行され

るものであること（（２号）、③事業の円滑な遂行のため大深度地下を使用する

公益上の必要があるものであること（（３号）、④事業者が当該事業を遂行する

十分な意思と能力を有する者であること（（４号）、⑤事業計画が基本方針に適

合するものであること（（５号）、⑥事業により設置する施設又は工作物が、事

業区域に係る土地に通常の建築物が建築されてもその構造に支障がないも

のとして政令で定める耐力下上の耐力を有するものであること（（６号）、及び、

⑦事業の施行に伴い、事業区域にある井戸その他の物件の移転又は除却が必

要となるときは、その移転又は除却が困難又は不適当でないと認められるこ

と（（７号））に該当するときは、使用の認可をすることができると規定してい

ることから、本件使用認可につき、各要件に係る処分庁の判断の適否が問題

となる。 

（２）本件使用認可に至る経緯について 

本件記録中の資料によれば、下下の事実が認められる。 

ア 中央新幹線に係る基本計画の決定及び調査の指示 

中央新幹線は、昭和４８年１１月１５日、（本全国新幹線鉄道整備法第４条

第１項の規定による建設を開始すべき新幹線鉄道の路線を定める基本計

画 （（同年運輸省告示第４６６号）において、建設を開始すべき新幹線鉄道

の路線（建設線）として決定された。 

運輸大臣は、昭和４９年、日本国有鉄道（昭和６２年４月１日に本件鉄

道会社にその事業の一部を承継）に対し、新幹線整備法５条１項に基づき、
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中央新幹線の建設に関し必要な調査の実施を指示した。また、運輸大臣は、

平成２年、本件鉄道会社及び日本鉄道建設公団（平成１５年１０月１日に

本件機構にその事業を承継）に対し、同項に基づき、中央新幹線の建設に

関し必要な調査の実施を指示した。 

（（本全国新幹線鉄道整備法第４条第１項の規定による建設を開始すべき新

幹線鉄道の路線を定める基本計画 （昭和４８年運輸省告示第４６６号）、

令和８年１月２０日付け審査庁事務続絡） 

イ 大深度法の成立及び基本方針の閣議決定 

土地利用の高度化・複雑化が進んでいる大都市地域においては、土地所

有者等による通常の利用が行われない大深度地下の利用が進められつつあ

るところ、大都市地域に残された貴重な空間である大深度地下を適正かつ

合理的に利用し、安全の確保や環境の保全等にも配慮する必要があるとい

う状況を踏まえて、平成１２年、公共の利益となる事業による大深度地下

の使用について、国民の権利保護に留意しつつ、円滑に使用するための要

件、手続等について特別の措置を講ずる大深度法が成立した。 

そして、平成１３年４月３日、大深度法６条に基づき、基本方針が閣議

決定された。 

基本方針は、（本Ⅰ 大深度地下における公共の利益となる事業の円滑な遂

行に関する基本的な事項 、本Ⅱ 大深度地下の適正かつ合理的な利用に関

する基本的な事項 、本Ⅲ 安全の確保、環境の保全その他大深度地下の公

共的使用に際し配慮すべき事項 及び本Ⅳ その他大深度地下の公共的使

用に関する重要事項 の４つに大きく分かれている。 

本Ⅰ 大深度地下における公共の利益となる事業の円滑な遂行に関する

基本的な事項 においては、本１ 公共の利益となる事業について として、

社会資本の効率的・効果的整備及び大深度地下を活用した地上の都市空間

の再生という項目が、本２ 事業の円滑な遂行のための方策 として、事業

に係る説明責任、地上・浅深度地下の施設との調整、土地収用制度等との

続携及びその他（損害賠償、事業区域の原状回復）という項目が、それぞ

れ掲げられている。 

本Ⅱ 大深度地下の適正かつ合理的な利用に関する基本的な事項 にお

いては、本１ 大深度地下空間の利用調整 として、大深度地下空間の施設

配置・利用の基本的考え方（鉛直配置、平面配置、共同化）及び大深度地

下使用協議会の活用等という項目並びに本２ 既存の施設等の構造等に支
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障が生じるおそれがある場合の措置 という項目が、それぞれ掲げられて

いる。 

本Ⅲ 安全の確保、環境の保全その他大深度地下の公共的使用に際し配

慮すべき事項 においては、本１ 安全の確保 として、火災・爆発、地震、

浸水、停電、救急・救助活動、犯罪防止及びその他という項目が、本２ 環

境の保全 として、地下水、施設設置による地盤変位、化学反応、掘削土

の処理及びその他という項目が、（本３ バリアフリー化の推進・アメニティ

ーの向上 として、バリアフリー化の推進及びアメニティーの向上という

項目が、その次には（本４ 安全・環境情報等の収集・活用 という項目が、

本５ その他大深度地下の公共的使用に際し配慮すべき事項 として文化

財の保護及び国公有財産への影響という項目が、それぞれ掲げられている。 

本Ⅳ その他大深度地下の公共的使用に関する重要事項 においては、

技術開発の推進及び大深度地下利用に関する情報収集・公表という項目が、

掲げられている。 

（基本方針） 

ウ 安全の確保に係る指針及び環境の保全に係る指針 

国土交通省は、平成１６年２月、（本大深度地下の公共的使用における安全

の確保に係る指針 （下下本安全確保指針 という。）及び本大深度地下の

公共的使用における環境の保全に係る指針 （（下下本環境保全指針 という。）

を策定した。 

（ア）安全確保指針について 

安全確保指針は、基本方針のうち本Ⅲ 安全の確保、環境の保全その

他大深度地下の公共的使用に際し配慮すべき事項 の本１ 安全の確保 

及び本４ 安全・環境情報等の収集・活用 における安全の確保に係る

事項についての具体的指針を定め、大深度法に基づき大深度地下を使用

する事業についての基本方針で定められた事項に係る安全対策の実施を

円滑にすることにより、事業計画の基本方針への適合を図るとともに、

的確な使用認可手続を行い、大深度地下の適正かつ合理的な利用に資す

ることを目的としている。 

そして、安全確保指針は、基本方針Ⅲの１における火災・爆発、地震、

浸水、停電、救急・救助活動、犯罪防止及びその他の事項について、安

全の確保のための措置の実施に当たり事業者が留意すべき事項（安全対

策の考え方及び講ずべき措置）を示し、基本方針Ⅲの４については、大
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深度地下利用に関する安全対策に係る十分な知見が蓄積されているとは

いえないため、今後、国、地方公共団体及び事業者は続携して、事業の

実施に伴い得られる情報等を収集・整備するとともに、情報の共有を図

り、事業への活用を進め、大深度地下の特殊性に応じた技術開発・研究

を始めとする安全対策の確立を進める旨定めている。 

（安全確保指針） 

（イ）環境保全指針について 

環境保全指針は、基本方針のうち本Ⅲ 安全の確保、環境の保全その

他大深度地下の公共的使用に際し配慮すべき事項 の本２ 環境の保全 

及び本４ 安全・環境情報等の収集・活用 における環境の保全に係る

事項についての具体的指針を定め、大深度法に基づき大深度地下を使用

する事業についての基本方針で示された環境の保全に係る事項に必要な

調査及び影響の検討並びに講ずべき措置の実施を円滑にすることにより、

事業計画の基本方針への適合を図るとともに、的確な使用認可手続を行

い、大深度地下の適正かつ合理的な利用に資することを目的としている。 

環境保全指針は、大深度地下の公共的使用における環境の保全につい

て、事業者が調査の手法の選定、調査の基本的手法等の環境保全指針に

掲げられた事項を踏まえ、基本方針に示された環境の保全のための検討

項目ごとに、環境保全指針第３章に基づいて検討するものとする旨定め

ている。そして、環境保全指針第３章は、基本方針Ⅲの２において示さ

れた地下水、施設設置による地盤変位、化学反応、掘削土の処理及びそ

の他の事項を踏まえて、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）等に

基づく環境影響評価手続を実施することにより、環境影響が著しいもの

とならないことを示しつつ、地域の理解を得ていく必要があり、各事業

において、その事業特性、地域特性等に応じて、基本方針に示された環

境の保全に係る事項について必要な調査及び影響の検討を行い、必要に

応じて環境保全のための措置を講じるべきものであるとした上で、上記

各事項について環境の保全のための措置の実施に当たり事業者が留意す

べき事項（（調査及び影響の検討、講ずべき措置等）を示している。また、

環境保全指針第４章は、基本方針Ⅲの４について、大深度地下利用に関

する環境に与える影響に係る十分な知見が蓄積されているとはいえない

ため、今後、国、地方公共団体及び事業者は続携して、事業の実施に伴

い得られる情報等を収集・整備するとともに、学術研究機関等における



19 

調査研究が活発に行われるように配慮し、その知見が審査において積極

活用されるよう努める等事業への活用を進め、大深度地下の特殊性に応

じた環境影響評価手法及び環境対策の開発等を進める旨定めている。 

（環境保全指針） 

エ 平成２０年の調査指示 

国土交通大臣は、平成２０年１２月２４日、本件機構及び本件鉄道会社

に対し、新幹線整備法の趣旨に鑑み、ルート、駅等に関し、地域と調整を

図ることを前提とし、①輸送需要量に対応する供給輸送力等に関する事項、

②施設及び車両の技術の開発に関する事項、③建設に要する費用に関する

事項、並びに、④その他必要な事項について調査を行うよう指示し、本件

機構及び本件鉄道会社は、平成２１年１２月、国土交通大臣に対して調査

報告書を提出した。 

（令和８年１月２０日付け審査庁事務続絡） 

オ 小委員会への諮問と小委員会答申 

国土交通大臣は、平成２２年２月２４日、新幹線整備法１４条の２に基

づき、中央新幹線の営業主体及び建設主体の指名並びに整備計画の決定に

ついて、交通政策審議会に対して諮問した。これを受けて、交通政策審議

会陸上交通分科会鉄道部会の下に小委員会が設置され、上記諮問について

審議が行われた。小委員会は、同年３月３日から平成２３年５月１２日ま

で、２０回にわたり審議を行い、同日、次のとおり取りまとめ、最終答申

（小委員会答申）をした。 

（ア）中央新幹線整備の意義 

中央新幹線の整備により、①三大都市圏を高速かつ安定的に結ぶ幹線

鉄道路線の充実（速達性の向上、東海道新幹線との二重系化による災害

リスクへの備え、東海道新幹線の大規模改修工事による運行への影響の

低減）、②三大都市圏下外の沿線地域に与える効果（三大都市圏とのアク

セス利便性の向上等による地域振興への寄与等）、③東海道新幹線の輸送

形態の転換（ひかり・こだま型を重視した輸送形態への変革）と沿線都

市群の再発展、④三大都市圏を短時間で直結し、巨大な都市集積圏が形

成されることによる国土構造の変革、国際競争力の向上等、並びに、⑤

世界をリードする先進的な鉄道技術の確立及び他の産業への波及効果が

期待される。 

（イ）走行方式について 
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走行方式については、新幹線整備法に基づく調査等において、粘着駆

動による電車方式（（下下本在来型新幹線方式 という。）又は超電導磁気

浮上方式（下下本超電導リニア方式 という。）の採択が検討されてきた

ことを踏まえ、両者を比較し、審議を行った。後記ＡからＤまでを総合

的に勘案し、中央新幹線の走行方式として、超電導リニア方式を採択す

ることが適当である。 

Ａ 超電導リニア方式の方が、在来型新幹線方式に比べ費用が高くなる

ものの、時間短縮等による便益がより大きくなり、費用対効果の観点

からは相対的に有利な選択肢となる。 

Ｂ 騒音、振動、微気圧波及び空気振動など周辺生活環境への影響につ

いて、在来型新幹線方式について定められた環境基準を満たすことを

前提として行われてきた技術開発の結果、超電導リニア方式による超

高速走行中であっても、在来型新幹線方式の環境基準と同等の範囲内

に収まる見込みであり、磁界の影響についても、国際的なガイドライ

ンを下回る水準に抑制することが可能である。また、超電導リニア方

式におけるゴムタイヤ走行に係る車両の火災対策等についても、安全

確保のための対応方針が示され、その内容が小委員会において確認さ

れている。 

Ｃ 在来型新幹線方式では、地震等の異常時における安全確保について

十分な実績を有している一方、超電導リニア方式では、地震、火災等

の異常時における安全確保について、整備計画段階での対応方針が示

され、その内容が小委員会において確認されている。 

Ｄ 超電導リニア方式は、我が国の鉄道技術の更なる発展を支えるとと

もに、超電導技術の他分野への応用も期待されることに加えて、超電

導磁石を利用して世界最高速度での走行を可能とする独創的な走行方

式で、その世界的な鉄道技術の先進性を象徴的に示すものである。こ

のような走行方式による超高速鉄道の実現は、我が国の鉄道技術全般

の国際競争力を向上させることとなり、我が国の成長にもつながる海

外展開推進の観点からも極めて重要である。 

（ウ）ルートについて 

ルートについては、これまでの調査等において主に伊那谷ルート及び

南アルプスルートが候補として議論されてきた経緯を踏まえて、両ルー

トを比較した。後記ＡからＤまでを総合的に勘案し、中央新幹線のルー
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トとして、南アルプスルートを採択することが適当である。 

Ａ 伊那谷ルートは、甲府盆地から諏訪方面を経て伊那谷を経由するも

ので、既存市街地に比較的近接することから、沿線旅客の中央新幹線

へのアクセス性という面で利点がある。南アルプスルートは、路線延

長が短くなり速達性に優れる結果、輸送需要が相対的に多く、建設費

用が相対的に低くなる利点が想定される。 

費用対効果分析や空間的応用一般均衡分析の手法により比較検討

した結果、南アルプスルートの方が伊那谷ルートに比べ相対的により

効率的な投資となることに加え、生産額の増加などの経済的効果も大

きい。 

また、本件鉄道会社が建設主体及び営業主体となった場合、建設費

用が低く、なおかつ輸送需要量が大きい南アルプスルートの方が、事

業リスクが低く、大阪開業をより早期に実現する観点からも優位とな

る。 

Ｂ 南アルプスにおける長大山岳トンネルの掘削については、技術的に

対応可能な範囲にあるものと考えられる。建設費用の比較において重

要な要素となるトンネル工事費についても、南アルプスルートの地山

等級を最も厳しく設定した上で積算が行われており、両ルートの工事

費の想定は合理的に行われているものと判断できる。 

Ｃ 伊那谷ルート及び南アルプスルートともに貴重な自然環境が存在す

ることが確認されており、いずれのルートを採択するにしても環境保

全には十分な配慮が必要となる。環境の保全については、今後、環境

面で配慮すべき事項を踏まえた上で、より具体的なルートを設定し、

かつ、環境保全のための適切な措置を実施することにより対処すべき

である。 

Ｄ 沿線自治体へのヒアリング及びパブリックコメントの結果、長野県

内からは、伊那谷ルートでの整備を望む意見が寄せられた一方で、従

来の速達性の高い鉄道サービスが及ばない地域などから南アルプスル

ートでの整備を望む意見が寄せられている。また、山梨県からは、用

地買収、周辺生活環境への影響、文化財の保護、在来線に与える影響

などの観点から、南アルプスルートを支持する意見が示されている。 

（エ）営業主体及び建設主体について 

中央新幹線の整備を民間企業が自己負担で行うとすれば、収益力の高
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い東海道新幹線と一体的に経営を行うことによって可能となるものであ

ること、中央新幹線には、東海道新幹線の大規模改修工事がその運行に

及ぼす影響を低減する効果も期待されていることからすると、中央新幹

線に係る事業は、東海道新幹線の経営と一体的に行われることが合理的

であること、中央新幹線については、超電導リニア方式の採択が適当と

考えられるところ、公益財団法人鉄道総合技術研究所及び本件鉄道会社

が超電導リニア技術の開発を実施してきたことという事業特性がある。 

本件鉄道会社は、東海道新幹線の開業下来、安全運行の実績を積み重

ねてきており、営業主体としての事業遂行能力を有し、東海道新幹線の

運営費用低減に関して得た蓄積の活用が期待されること、本件鉄道会社

が山梨リニア実験線を建設し、走行試験など実験を重ねてきたことなど

から、超電導リニア方式による鉄道技術を有するものと認められる。ま

た、本件鉄道会社は、経営の安定性を維持しながら事業を遂行すること

が可能と考えられる。 

下上を総合的に勘案し、中央新幹線の営業主体及び建設主体として本

件鉄道会社を指名することが適当である。 

（オ）付帯意見 

諮問事項には直接該当しないものの、中央新幹線の整備について特に

重要と考えられる１０の事項を、付帯意見として示す。このうち、４番

目の事項では、建設主体としての指名が適当とした本件鉄道会社におい

ては、沿線の環境に関してより細かな環境調査等を実施し、環境の保全

に十分配慮するため、早期段階から適切な環境配慮措置を執るべきであ

り、関係自治体との調整を含めた準備を継続して進めるべきであるし、

環境影響評価の実施、工事実施段階の環境影響への配慮及び開業後も含

めたモニタリングの実施など、その後の事業の各段階において適切な環

境配慮措置が行われるべきであると指摘している。 

（小委員会答申） 

カ 営業主体及び建設主体の指名並びに建設指示 

国土交通大臣は、平成２３年５月２０日、新幹線整備法６条１項に基づ

き、中央新幹線について、本件鉄道会社を営業主体及び建設主体として指

名し、同月２６日に決定された整備計画に基づき、同月２７日、新幹線整

備法８条に基づき、本件鉄道会社に中央新幹線の建設を指示した（上記第

１の２の（２））。 



23 

キ 環境影響評価 

本件鉄道会社は、上記カの指名及び指示を受けた後、当時施行前であっ

た環境影響評価法の一部を改正する法律（平成２３年法律第２７号）の趣

旨を踏まえ、事業による環境への影響を回避・低減することを目的として、

概略の路線及び駅位置を選定し、平成２３年６月７日及び同年８月５日、

本中央新幹線（東都都・名古屋市間）計画段階環境配慮書 を取りまとめ、

公表するなどした。 

また、本件鉄道会社は、同年９月２７日、環境影響評価法及び本鉄道の

建設及び改良の事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、

予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保

全のための措置に関する指針等を定める省令 （平成１０年運輸省令第３５

号）に基づき、東都都、神奈川県及び愛知県のそれぞれについて本中央新

幹線（東都都・名古屋市間）環境影響評価方法書 （（下下本方法書 という。）

を作成し、公告するとともに、計５８回の方法書説明会を開催するなどし

た。 

その後、本件鉄道会社は、方法書についての各都県知事の意見や環境の

保全の見地からの意見を有する者の意見を勘案し、整備新幹線や最新の他

の環境影響評価事例、山梨リニア実験線の知見も踏まえ、磁界など中央新

幹線に特有の事項を付け加えて、環境影響評価の項目を設定し、最新の手

法を取り入れて、調査、予測及び評価の手法を選定した。本件鉄道会社は、

これらに基づいて環境影響評価の作業を行うとともに、詳細な路線及び駅

位置等の絞り込みを行って、平成２５年９月２０日に、東都都、神奈川県

及び愛知県のそれぞれについて調査、予測及び評価の結果を取りまとめた

本中央新幹線（東都都・名古屋市間）環境影響評価準備書 （（下下本準備書 

という。）を公告し、計９２回の準備書説明会を開催した。また、本件鉄道

会社は、環境の保全の見地からの意見を有する者の意見を募集し、当該意

見の概要とそれに対する事業者の見解を各都県知事及び関係する自治体の

長に送付し、公告後に沿線の都県により開催された環境影響評価審議会等

に事業者として参加するなどした。そして、平成２６年３月２５日までに、

準備書についての環境の保全の見地からの各都県知事意見を受け取った。 

本件鉄道会社は、上記知事意見に十分な検討を加えるとともに、環境の

保全の見地からの意見を有する者の意見に配意し、準備書を一部修正して、

同年４月２３日に、東都都、神奈川県及び愛知県のそれぞれについて本中
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央新幹線（東都都・名古屋市間）環境影響評価書 を国土交通大臣に送付

し、同年７月１８日に、環境大臣の意見を別紙として含む国土交通大臣意

見を受け取った。 

本件鉄道会社は、国土交通大臣意見を十分検討した上で、上記評価書に

ついて一部修正等をして、同年８月、本中央新幹線（東都都・名古屋市間）

環境影響評価書【東都都】 、本中央新幹線（東都都・名古屋市間）環境影響

評価書【神奈川県】 及び本中央新幹線（東都都・名古屋市間）環境影響評

価書【愛知県】 を取りまとめ、公表した。 

 （中央新幹線（東都都・名古屋市間）環境影響評価書【東都都】、中央新

幹線（東都都・名古屋市間）環境影響評価書【神奈川県】、中央新幹線（東

都都・名古屋市間）環境影響評価書【愛知県】） 

ク 大深度法１２条に基づく事業概要書及び事業区域調整 

本件鉄道会社は、平成２６年３月１４日、大深度法１２条１項に基づい

て事業概要書を作成して国土交通大臣に送付した上、これについての公告・

縦覧を実施し、国土交通大臣は、当該事業概要書を、協議会の構成員に送

付し、協議会の構成員は、協議会の構成員が所管する事業者にこれを周知

し、その結果、他の事業者からの事業の共同化の申出はなく、事業区域調

整については４件の申出があったが、その調整は完了した。そして、同年

１０月１７日、工事実施計画（その１）について新幹線整備法９条１項に

基づく認可がされた。 

その後、中部圏の一部の事業区域が変更されたことから、本件鉄道会社

は、平成２９年１０月２０日、大深度法１２条１項に基づいて変更後の事

業概要書を作成して国土交通大臣に送付した上、これについての公告・縦

覧を実施し、国土交通大臣は、当該事業概要書を、協議会の構成員に送付

し、協議会の構成員は、協議会の構成員が所管する事業者にこれを周知し、

その結果、他の事業者からの事業の共同化の申出はなく、事業区域調整に

ついても申出はなかった。そして、平成３０年３月２日、変更後の工事実

施計画（その２）について新幹線整備法９条１項に基づく認可がされた（（上

記第１の２の（３））。 

（（本（別添書類第１０号）事前の事業間調整の経過の要領及びその結果を

記載した書類 ） 

ケ 国土形成計画（全国計画） 

国は、国土形成計画法（昭和２５年法律第２０５号）に基づき、平成２
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７年８月に、本国土形成計画（全国計画） を策定した。 

国土形成計画において、中央新幹線の整備は、東西大動脈の二重系化、

三大都市圏の一体化及び地域の活性化等の意義が期待されるとともに、国

土構造にも大きな変革をもたらす国家的見地に立ったプロジェクトであり、

建設主体である本件鉄道会社による整備が着実に進められるよう、国、地

方公共団体等において必要な続携・協力を行うこと等とされている。 

（本国土形成計画（全国計画） ） 

コ 本件申請 

本件鉄道会社は、平成３０年３月２０日、国土交通大臣（処分庁）に対

して、大深度法１０条に基づき、大深度地下使用の認可を申請した（本件

申請）（上記第１の２の（４））。 

サ 本件説明会及び本件申請に係る申請書等の公開 

本件鉄道会社は、平成３０年５月１０日から同月１８日にかけて、東都

都において５回、神奈川県において４回及び愛知県において５回、本件説

明会を開催した。本件説明会の開催に先立って、本件鉄道会社は、開催の

周知のための書面を本件鉄道会社のウェブサイト上に掲載するとともに、

関係自治体の広報に本件説明会を開催する旨の案内を掲載し、自治会の回

覧によっても同様の案内を行い、公告・縦覧に供されていた本件申請に係

る申請書及びその添付書類を上記ウェブサイト上に掲載した。 

また、本件鉄道会社は、本件説明会の開催後に、本件申請に係る申請書

及びその添付書類に加え、本件説明会の資料等を上記ウェブサイト上に掲

載するとともに、本件鉄道会社の事務所で閲覧に供するほか、本件事業区

域の直上に所在する土地の所有権登記名義人及び本件事業区域の直上の居

住者に対し、上記のように掲載及び公開がされている旨の通知を送付した

（上記第１の２の（５）及び（６））。 

シ 専門的学識及び経験を有する者の意見聴取 

処分庁は、平成３０年８月１日、大深度法２０条及び同条により準用さ

れる土地収用法２２条に基づき、Ｂ大学教授、Ｃ大学名誉教授及びＤ大学

名誉教授（教授等）に出席を依頼し、本件聴取を実施した（上記第１の２

の（８））。 

本件聴取における教授等の意見は、下下のとおりである。 

（ア）大深度地下の特定について 

地盤調査の手法及び調査密度等の妥当性について、既存資料調査によ
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り周辺の地形地質の特徴を把握し、おおむねの支持地盤位置や埋没谷、

活断層等の分布状況の確認により、支持地盤の続続性を把握した方法は

妥当であり、既存資料調査の結果や関続基準等の記述を考慮すると、大

深度の特定に際し実施したボーリング調査の本数や間隔は妥当であると

考える。 

地盤調査結果からの支持地盤の特定方法及び周辺建築物等の支持地盤

の確認方法の妥当性について、地盤のＮ値とその続続性、又は杭の許容

支持力度若しくは直接基礎の場合の地盤の許容応力度から支持地盤を特

定した上で、安全側に考慮し、下限値を続ねた包絡線で支持地盤上面を

特定した方法は、妥当であり、事業区域周辺の建築物等の基礎の支持地

盤の確認方法及び調査範囲は、データ入手の可否や地層構成から判断し

て、妥当であると考える。 

大深度地下の深さの特定における安全幅の考え方の妥当性について、

航空測量の誤差及び地形の経年変動を考慮すると、１メートルの安全幅

は、妥当であると考える。 

亜炭鉱採掘跡について、既存文献資料による調査やボーリング調査結

果も踏まえ、十分な深さが確保されていることから、事業者が細心の注

意を払いながら施工することにより、問題は生じないと考える。 

（イ）地下水への影響について 

地下水への影響を把握するために実施した既存文献資料調査及び現地

調査の方法や内容は、妥当であると考える。 

地下水位、地下水圧、地下水流動阻害への影響を把握するために実施

した三次元浸透流解析による予測手法は、妥当であると考える。 

三次元浸透流解析の予測結果から、地下水の水位低下量はわずかであ

り、事業者が、基準類に基づく適切な設計、施工、維持管理を確実に実

施することにより、地下水の変化による地盤沈下や取水障害はほとんど

生じないとの評価は、妥当であると考える。 

また、漏水がほとんど生じず、水みちも発生することはない、との想

定は、事業者が基準類に基づく適切な設計、施工、維持管理を確実に実

施することにより、妥当であると考える。 

地質や帯水層の状況及び三次元浸透流解析の予測結果より、事業者が

止水性の高い施工を確実に実施することにより、本事業における地下水

の流動阻害の影響はないとの評価は、妥当であると考える。 
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地盤及び地下水の化学的な試験の結果を踏まえると、地盤及び地下水

を長期に空気に触れさせないよう、事業者が適切な施工を行うことによ

り、地下水が酸性化することはないとの評価は、妥当であると考える。

また、地盤凝固剤を使用する場合、本薬剤注入工法による建設工事の施工

に関する暫定指針について 等に基づき施工を行うとともに、同指針に

基づき地下水の水質の監視を行うことは、妥当であると考える。 

事業者が事業の影響を把握し、講ずべき適切な措置を行うための調査

として、工事中及び工事完了後の地下水位や水質のモニタリングを実施

するとしているのは、妥当であると考える。 

（ウ）施設設置による地盤変位について 

施設設置による地盤への影響を適切に把握するために実施した既存資

料調査、ボーリングによる現地調査及び室内土質試験による調査の方法

や内容は、妥当であると考える。 

施設設置による地盤への影響の把握のため、現段階で想定し得る条件

で実施した二次元ＦＥＭ解析による予測手法は、妥当であると考える。 

トンネル施工による地盤変位について、二次元ＦＥＭ解析により数値

解析した結果及び地盤調査結果に基づくトンネル周囲の地盤の強度や変

形特性を考慮すると、既設構造物へ与える本件事業の影響は問題となる

ものではないとする評価は、妥当であると考える。 

トンネルの耐久性については、事業者により基準類に従って適切な設

計、施工、保守や維持管理が確実に実施されれば、施設に致命的な強度

低下と損傷は生じず、補修可能な経年劣化や一部の損傷等にとどまり、

トンネルの耐久性は維持されるものと考える。 

（エ）その他 

事業実施に当たり、事業者においては、環境の保全の前提条件として、

基準類に基づく適切な設計、施工、維持管理を確実に実施すること、並

びに、モニタリングとして、工事中及び工事完成後も一定期間、観測を

行い、モニタリング結果に基づき適切に測定期間を設定することにより、

影響把握を行うことに留意することが重要である。 

（大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第２０条の規定に基づ

く意見聴取の議事要旨） 

（３）大深度法１６条１号について 

大深度法１６条１号は、使用の認可の要件として、事業が大深度法４条各
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号に掲げるものであることを掲げている。 

本件鉄道会社は、中央新幹線について、新幹線整備法６条１項により営業

主体及び建設主体として指名を受けるとともに、新幹線整備法８条により建

設の指示を受けているから（上記第１の２の（２））、上記指示に係る区間に

ついて、本件鉄道会社は、鉄道事業法３条１項の規定による第一種鉄道事業

の許可を受けたものとみなされ（（新幹線整備法１４条１項）、鉄道事業法７条

１項の鉄道事業者に該当する。 

中央新幹線に係る事業は、鉄道により不特定多数の一般旅客等の運送を行

うものであるから、中央新幹線に係る施設は、一般の需要に応ずる鉄道事業

の用に供する施設であるといえる。 

そして、本件事業は、中央新幹線のうち、品川・名古屋間を先行整備する

事業である（上記第１の２の（３））。 

したがって、本件申請に係る事業は、鉄道事業者が一般の需要に応ずる鉄

道事業の用に供する施設に関する事業（大深度法４条４号）に該当するから、

大深度法１６条１号の要件に該当する。 

（４）大深度法１６条２号について 

大深度法１６条２号は、使用の認可の要件として、事業が対象地域におけ

る大深度地下で施行されるものであることを掲げている。 

ア 本件事業区域は、東都都品川区北品川三丁目地内から同町田市小山町地

内まで及び愛知県春日井市坂下町四丁目地内から同名古屋市中区丸の内

一丁目地内までである（上記第１の２の（４））。これらは、いずれも大深

度法３条に定める対象地域（首都圏（東都都の特別区の存する区域、川崎

市、町田市等）、中部圏（名古屋市、春日井市等）。上記第１の１の（１）

のウ）内に存するものと認められる。 

イ また、大深度地下とは、地表から４０メートルか、支持地盤のうち最も

浅い部分の深さに１０メートルを加えた深さか、いずれか深い方下上の深

さの地下をいう（上記第１の１の（１）のイ）とされていることから、大

深度地下の特定のためには、支持地盤の位置を特定する必要がある。 

本件鉄道会社は、大深度地下使用技術指針・同解説（平成１３年国土交

通省）等を参考とし、地形・地質に関する既存資料に基づいて支持地盤の

推定及び特徴の把握並びに地盤急変部の推定を行った上、ボーリング調査

による地盤調査を、公的機関等から収集したボーリング調査データ等と併

せて、中央新幹線の計画路線周辺において調査間隔が２００メートル程度
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となることを目安に実施した。その結果、既存資料調査から推定される支

持地盤付近において、Ｎ値５０下上、層厚５メートル下上の地盤を続続し

て確認できた区間は、当該地盤を支持地盤として特定し、確認できなかっ

た区間については、周辺の建築物が選択している支持地盤等を参考として、

地域特性に応じて検討して支持地盤を特定し、ボーリング調査により特定

した支持地盤上面の位置を基に、安全側を考慮し、地盤の下限を続ねた支

持地盤上面包絡線を設定した。その上で、支持地盤上面から１０メートル

の深度又は国土地理院発行の本基盤地図情報（数値標高モデル）５ｍメッ

シュ（標高） に基づき設定した地表面からの深度４０メートルに地表高の

測量精度や地形の経年変動を考慮した１メートルを加えた深度４１メート

ルのいずれか深い方を大深度地下として特定している（（（本（（別添書類第３号）

事業区域が大深度地下にあることを証する書類 ）。 

かかる大深度地下の特定については、上記（（２）のシの（ア）のとおり、

本件聴取においても妥当であると評価されていることから、本件事業は、

大深度地下で施行されるものであると認められる。 

ウ したがって、本件申請に係る事業は、対象地域における大深度地下で施

行されるものに該当するから、大深度法１６条２号の要件に該当する。 

（５）大深度法１６条３号について 

大深度法１６条３号は、使用の認可の要件として、事業の円滑な遂行のた

め大深度地下を使用する公益上の必要があるものであることを掲げている

ところ、当該要件の該当性の判断に当たっては、事業の公益性やその円滑な

遂行のための大深度地下の使用の必要性等に関し、国土の計画的・効率的利

用等諸般の事情を考慮する必要があり、その性質上、高度に政策的な判断や

専門技術的な判断が求められることになるから、その判断は、これらに精通

する国土交通大臣（処分庁）の合理的な裁量に委ねられているというべきで

ある。したがって、上記要件該当性の判断について、重要な事実の基礎を欠

き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなど、裁量権の範囲を逸脱し又

はこれを濫用したものと認められる場合でない限り、当該判断を前提とする

本件使用認可が違法であるとはいえない。 

ア 前記のとおり、小委員会答申において、中央新幹線の意義について、①

我が国の国民生活及び経済社会を支える基幹的な交通基盤である東海道

新幹線が担ってきた、我が国の三大都市圏間の高速かつ安定的な旅客輸送

の速達性を向上させるとともに、二重系化により災害リスクへの備え及び
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東海道新幹線の大規模改修工事に係る運行への影響の低減が可能になる

こと、②三大都市圏下外の沿線地域において、三大都市圏とのアクセス利

便性が向上すること等により、地域振興への寄与等が期待されること、③

東海道新幹線における本ひかり ・本こだま 型を重視した輸送形態への変

革により、本のぞみ 型が停車しない駅における東海道新幹線の利用機会が

増加するなど、東海道新幹線利用者の利便性向上及び沿線地域の活性化に

寄与することが期待されること、④三大都市圏が短時間で直結し、巨大な

都市集積圏が形成されることによる国土構造の変革、国際競争力の向上等

が期待されること、並びに、⑤我が国が独自に開発した超電導リニア方式

による高速鉄道技術を用いた中央新幹線の整備は、世界的に我が国の鉄道

技術を発信し、周辺産業の活性化に大きく寄与する可能性があること等と

取りまとめられているところ（上記（２）のオの（ア）、小委員会答申）、

かかる判断につき不合理と認められる事情は見当たらない。 

また、前記のとおり、国が、国土形成計画法に基づき、平成２７年８月

に策定した国土形成計画（全国計画）においても、中央新幹線の整備は、

東西大動脈の二重系化、三大都市圏の一体化及び地域の活性化等の意義が

期待されるとともに、国土構造にも大きな変革をもたらす国家的見地に立

ったプロジェクトであるとされているところ（上記（２）のケ、国土形成

計画（全国計画））、かかる判断についても不合理と認められる事情は見当

たらない。 

そうすると、本件事業が公益目的に合致した事業でありその遂行の必要

性があるとした処分庁の判断について、不合理と認められる事情は見当た

らない。 

イ 本件鉄道会社は、地形・地質等調査等で約２０キロメートル幅のルート

で本件事業のルートを検討していたが、平成２３年６月に公表した本中央

新幹線（東都都・名古屋市間）計画段階環境配慮書 において、約３キロ

メートル幅の概略ルートに絞り込み、その後、環境影響評価手続の中で、

更に路線の絞り込みを行い、大深度地下の使用を前提とした路線で環境影

響評価を実施している。また、本件鉄道会社は、平成２６年８月に最終的

な環境影響評価書を国土交通大臣に送付するとともに、環境影響評価を実

施した路線である大深度地下を使用した路線に係る工事実施計画（その１）

及び同（その２）について、新幹線整備法９条１項の規定に基づく認可を

受けている（（本（別添書類第１号）使用の認可を申請する理由を記載した書
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類 、上記（２）のキ及びク）。 

処分庁は、本件事業の路線の位置について、起終点となる品川駅・名古

屋駅、山梨リニア実験線、地上部とのアクセスとなる立杭である都市部非

常口等の位置を前提として、超電導リニア方式の技術的制約条件、地形・

地質等の制約条件、生活・自然環境等に配慮して、ルートが選定されてい

るものと認められるとしている。また、処分庁は、申請に係る事業により

設置される施設等については、鉄道に関する技術上の基準を定める省令及

びその関続図書に定められた技術的基準等に従い計画されているものと認

められるとしている。 

かかる処分庁の判断について、不合理と認められる事情は見当たらない。 

ウ 本件申請は、令和９年（２０２７年）の本件事業の工事の完成に向けて、

使用の開始の予定時期を平成３１年（２０１９年）度としてされたもので

ある（使用認可申請書、本（（別添書類第２号）事業計画書 ）。 

そして、処分庁は、本件事業区域は、土地利用の高度化・複雑化が進ん

でいる大都市地域（大深度法３条に定める対象地域）であるところ、用地

取得や区分地上権設定範囲を少なくし、列車の走行による騒音や振動等の

影響をできる限り回避、低減しつつ、早期整備を図るため、大深度地下を

使用する必要性が認められると判断している。 

かかる処分庁の判断について、不合理と認められる事情は見当たらない。 

エ したがって、公益目的に合致した事業である本件事業の円滑な遂行のた

め、大深度地下を使用する公益上の必要があるから、本件申請に係る事業

は、大深度法１６条３号の要件に該当するとした処分庁の判断については、

重要な事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなど

とは認め難く、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとは認めら

れない。 

（６）大深度法１６条４号について 

大深度法１６条４号は、使用の認可の要件として、事業者が当該事業を遂

行する十分な意思と能力を有する者であることを掲げているところ、当該要

件の該当性の判断に当たっては、事業の施行に関する所要の認可等の有無と

いった法的観点に加え、事業者の技術的能力、財務的能力、組織体制等諸般

の事情を考慮する必要があり、その性質上、高度に政策的な判断や専門技術

的な判断が求められることになるから、その判断は、これらに精通する国土

交通大臣（処分庁）の合理的な裁量に委ねられているというべきである。し
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たがって、上記要件該当性の判断について、重要な事実の基礎を欠き又は社

会通念に照らし著しく妥当性を欠くなど、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを

濫用したものと認められる場合でない限り、当該判断を前提とする本件使用

認可が違法であるとはいえない。 

本件鉄道会社は、上記（２）のオの（エ）のとおり、小委員会答申におい

て、東海道新幹線との一体的経営の合理性があるという事業特性のほか、東

海道新幹線の運行実績や超電導リニア方式による鉄道技術を有し、財務状況

に関する長期見通しも勘案すると、中央新幹線の営業主体及び建設主体とし

て指名することが適当であるとされ、上記（２）のカのとおり、国土交通大

臣から、中央新幹線の営業主体及び建設主体として指名を受け、中央新幹線

の建設の指示を受けていて、上記（２）のクのとおり、中央新幹線のうち本

件事業区域を含む部分に関し工事実施計画（その１）及び同（その２）につ

いての認可も受けている。 

また、本件鉄道会社は、中央新幹線事業の遂行のため、平成２３年に組織

改正を行い（本中央新幹線にかかる組織改正について ）、平成２６年からは、

各都県に工事事務所を設け、用地取得等の業務を行うなど（本用地の取得体

制・用地取得状況について ）、組織・人員の観点からも、本件事業に係る事

業者としての適合性が認められる。 

これらを踏まえて、本件申請に係る事業の事業者である本件鉄道会社が当

該事業を遂行する十分な意思と能力を有する者であるから、本件申請に係る

事業は、大深度法１６条４号の要件に該当するとした処分庁の判断について

は、重要な事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなど

とは認め難く、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとは認められ

ない。 

（７）大深度法１６条５号について 

大深度法１６条５号は、使用の認可の要件として、事業計画が基本方針に

適合するものであることを掲げている。 

ア 大深度地下における公共の利益となる事業の円滑な遂行に関する基本

的な事項（基本方針Ⅰ） 

（ア）公共の利益となる事業であること（基本方針Ⅰの１） 

基本方針においては、大深度地下を使用する事業は、公益上の必要性

があるものでなければならず、（本大深度地下を使用することにより、権利

調整期間の短縮化、合理的なルートの選択、円滑な事業の実施、用地費
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の低減、騒音・振動の軽減等による居住環境への影響の低減、耐震性の

確保等を図ることができ、良質な社会資本の効率的・効果的整備に資す

るものである必要 があることに加えて、全国総合開発計画その他の国

土計画等や、鉄道等の施設に関する国の計画との調和を図る必要がある

とともに、今後の需要動向等をも含めた評価を踏まえたものでなければ

ならないとされている。 

上記基本方針への適合性の判断に当たっては、基本方針に記載されて

いる諸般の事情を考慮する必要があり、その性質上、高度に政策的な判

断や専門技術的な判断が求められることになるから、その判断は、これ

らに精通する国土交通大臣（処分庁）の合理的な裁量に委ねられている

というべきである。したがって、上記基本方針への適合性の判断につい

て、重要な事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠く

など、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものと認められる場合

でない限り、当該判断を前提とする本件使用認可が違法であるとはいえ

ない。 

上記（５）のとおり、本件申請に係る事業は、公益目的に合致した事

業であり、大深度地下を使用することで、用地取得や区分地上権設定範

囲を少なくし、居住環境への影響をできる限り回避、低減しつつ、早期

整備を図ることができるとされるものである。また、上記（２）のア、

カ及びケのとおり、中央新幹線は、昭和４８年に建設線に決定され、平

成２３年に整備計画が決定されたものであり、国土形成計画（全国計画）

においても、中央新幹線の整備は、東西大動脈の二重系化、三大都市圏

の一体化及び地域の活性化等の意義が期待されるとともに、国土構造に

も大きな変革をもたらす国家的見地に立ったプロジェクトであるとされ

ている。 

したがって、本件申請に係る事業は、公益上の利益となる事業であり、

基本方針Ⅰの１に適合しているとした処分庁の判断については、重要な

事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなどとは認

め難く、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとは認められな

い。 

（イ）事業の円滑な遂行のための方策（基本方針Ⅰの２） 

基本方針においては、事業者は、事業の構想・計画段階から、住民等

に対して関係する情報の公開等を行うとともに、大深度地下の使用の認
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可申請を行った場合には、必要に応じ、説明会の開催等により住民への

周知措置を適切に行うことが必要であり、使用の認可を行う国土交通大

臣は、事業区域にある既存物件の移転又は除却が多数必要となる等事業

の内容等に照らし必要があると認める場合には、事業者に対して大深度

法１９条に基づく説明会の開催等を求めるとともに、公聴会の開催等に

より広く意見を求めることとするとされている。また、事業の実施に当

たり、事前に井戸枯れ等の損害の発生が確実に予見される場合には、事

業者は、あらかじめ損害賠償金の支払を行うとともに、損害が発生した

場合には適切な対応を行う必要がある等とされている。 

本件鉄道会社は、本件申請に至る前の各工事実施計画の決定や環境影

響評価手続、事業概要書の公表の段階で相当の回数にわたり説明会を実

施するなどしていたほか（（本（（別添書類第１号）使用の認可を申請する理

由を記載した書類 、（本（（別添書類第１０号）事前の事業間調整の経過の要

領及びその結果を記載した書類 ）、上記（２）のサのとおり、本件申請

後に、本件申請についての説明会（本件説明会）を開催する旨、自治体

広報紙や自治体回覧によって周知するとともに、本件申請に係る申請書

及びその添付書類を同社のウェブサイトに掲載するなどしていた。また、

本件説明会の開催後には、説明会資料等をも本件鉄道会社のウェブサイ

トに掲載し、事務所で公開するとともに、本件事業区域の直上に所在す

る土地の所有権登記名義人等に対し、上記の措置を採った旨の周知を個

別に行っていたものである。さらに、本件鉄道会社は、本件申請後に開

催された第８回首都圏大深度地下使用協議会及び第６回中部圏大深度地

下使用協議会（（上記第１の２の（９））において、今後も、沿線の住民等

には工事の内容やスケジュールなどを知らせる意向を表明している（各

議事録）。そして、国土交通大臣（（処分庁）は、首都圏及び中部圏で、公

聴会を開催している（上記第１の２の（７））。 

なお、一件記録を参照しても、本件申請に係る事業について、基本方

針において国土交通大臣（処分庁）が大深度法１９条に基づく説明会の

開催を求める必要がある場合として挙げられているものや、事業者があ

らかじめ損害賠償金の支払をすべき場合として挙げられているものに該

当するような事情の存在は認められない。 

そうすると、本件申請に係る事業については、事業の円滑な遂行のた

めの方策が採られているといえ、基本方針Ⅰの２に適合している。 
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イ 大深度地下の適正かつ合理的な利用に関する基本的な事項（基本方針Ⅱ） 

（ア）大深度地下空間の利用調整（基本方針Ⅱの１） 

基本方針においては、具体的にどのように大深度地下空間での施設配

置・利用を行っていくかについて、現在の地下利用、大深度地下利用の

見込み等地域の現状等を踏まえ、事業間の調整を行っていく必要がある

とされており、事業の共同化が大深度地下の合理的な利用のために有効

な手段であるから、共同化等に向けた事業間調整を行う必要があるとさ

れている。また、事業構想段階から事業が具体化した後においても、協

議会を積極的に活用し、調整を行うこととされている。 

上記（２）のクのとおり、本件鉄道会社は、大深度法１２条１項に基

づいて各事業概要書を作成して国土交通大臣に送付した上、これらにつ

いての公告・縦覧を実施し、国土交通大臣は、当該各事業概要書を、協

議会の構成員に送付し、協議会の構成員は、協議会の構成員が所管する

事業者にこれを周知し、その結果、他の事業者からの事業の共同化の申

出はなく、事業区域調整については４件の申出があったが、既にその調

整は完了していることが認められる（（本（（別添書類第１０号）事前の事業

間調整の経過の要領及びその結果を記載した書類 ）。 

そうすると、本件申請に係る事業については、共同化等に向けた事業

間調整が実施され、調整が完了しているから、基本方針Ⅱの１に適合し

ている。 

（イ）既存の施設等の構造等に支障が生じるおそれがある場合の措置（基本

方針Ⅱの２） 

基本方針においては、事業者は、大深度法１２条に基づく事業間調整

の手続により、工事の実施等について他の事業者から調整の申出があっ

た場合には、協議会を活用して調整に努め、適切な処理を講じなければ

ならないとされている。 

前記のとおり、本件申請に係る事業については、大深度法１２条に基

づく事業間調整の手続が行われ、協議会を活用して調整が完了している

から、基本方針Ⅱの２に適合している。 

ウ 安全の確保、環境の保全その他大深度地下の公共的使用に際し配慮すべ

き事項（基本方針Ⅲ） 

（ア）安全の確保（基本方針Ⅲの１） 

Ａ 基本方針の内容 
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基本方針においては、火災・爆発、地震、浸水、停電、救急・救助

活動、犯罪防止等の安全上の課題となる主な災害について、概要下下

のとおり、安全対策の考え方と講ずべき措置が定められている。 

（Ａ）火災・爆発 

火災は、出火、延焼等の段階を経て重大な災害に進展していくこ

とが懸念されるため、施設の不燃化や可燃物の減少等により火災の

発生を極力抑える対策とともに、火災の初期の段階において適切な

対策を実施することにより、既存の施設と同様に特に人的被害の防

止を目指すなど、施設ごとに用途、深度、規模等を踏まえ、施設・

設備面及び管理・運用面の安全対策を確立することが必要である。 

（Ｂ）地震 

大深度地下は、地上及び浅深度地下よりも地震動による影響を受

けにくい特徴を有しており、地震による被害は、主に地上等との接

続部分で発生することが懸念されるため、これを念頭に置いた施設

の設計を行う必要がある。活断層上への施設の設置については、極

力避けるべきである。 

なお、空気、水、エネルギーの供給ライン等への被害による施設

機能の低下については、各種設備の耐震化、非常用設備の設置等の

対策により信頼性の向上を図ることが必要である。 

（Ｃ）浸水 

地下施設においては重力に逆らった地上への排水が必要となる

ため、浸水被害への対策を十分に行う必要がある。集中豪雨、洪水

等による地上からの水の流入に加え、大深度地下は地下水圧が高い

ため、施設の破損等が生じた場合には施設内へ漏水する可能性が高

いことを考慮し、止水施設の設置、十分な容量の排水設備の設置等

の地上からの水の流入に対する浸水の防止、施設内への漏水に対す

る止水性（水密性）の向上が必要である。浸水の可能性が高い場合

又は浸水が起こった場合に、利用者への情報伝達及び避難誘導が迅

速に行えるよう非常用設備の設置等の対策を講ずる必要がある。 

（Ｄ）停電 

地下施設は移動手段、照明、空間設備等に電力が供給されること

によって成り立つ人工空間であるため、特に一般有人施設において、

停電は種々の設備の停止やこれに伴うパニックの発生等の重大な
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事態につながるおそれがあることから、複数系統の受配電システム

の形成、十分な容量と稼働時間を持つ非常用電源の設置、これらの

設備の耐震化、浸水対策等により信頼性の向上を図る必要がある。 

（Ｅ）救急・救助活動 

大深度地下の施設については出入口が限定されるとともに、上下

方向の移動距離が長くなることから、搬送手段の確保等円滑な救

急・救助活動が確保できるよう、施設面の対策、救急センターの位

置表示等の情報提供、関係者の協力体制の構築といった管理面の対

策を講ずる必要がある。 

（Ｆ）犯罪防止 

犯罪発生を事前に防止できるよう明るく見通しの良い空間設計

に努めるとともに、防犯カメラの設置、警備員の巡回等の監視体制

の充実及び通信手段の確保が効果的である。また、施設の重要度に

応じて、大深度地下施設へのアクセスポイントにおける出入監視・

管理の実施等を行う必要がある。 

（Ｇ）その他 

地下施設については、閉塞感、圧迫感、迷路性、外部眺望や自然

光の不足等に起因する漠然とした不安感は、快適さに関する心理的

な悪影響のみならず、災害時のパニックの遠因となることも懸念さ

れる。この対策として、安全性に対する平常時の利用者への周知と

併せて、地下空間についてのデザインを工夫することが必要である。 

Ｂ （本（別添書類第６号）事業施行に伴う安全の確保及び環境の保全のた

めの措置を記載した書類 （下下本別添書類（安全確保・環境保全） 

という。）の記載内容 

本件鉄道会社は、本件申請時に提出した別添書類（安全確保・環境

保全）において、本鉄道に関する技術上の基準を定める省令 （平成１

３年国土交通省令第１５１号。下下本鉄道技術基準省令 という。）、

本特殊鉄道に関する技術上の基準を定める告示 （平成１３年国土交通

省告示第１７８５号。下下本技術基準告示 という。）、本鉄道に関する

技術上の基準を定める省令等の解釈基準 （平成１４年３月８日付け国

鉄技第１５７号鉄道局長通達別冊１。下下本鉄道技術基準省令解釈基

準 という。）及び本鉄道に関する技術上の基準を定める省令等の解釈

基準の一部改正等について （平成１９年２月２６日付け国鉄技第７８
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号鉄道局長通達）を基本としつつ、本件機構が設置した防災に関わる

有識者等で構成する本中央リニア調査有識者委員会 において基本的

な方針が確認され、平成２５年に公益財団法人鉄道総合技術研究所が

設置した防災に関わる有識者等で構成する本大深度地下鉄道トンネル

防災委員会 において整理された対応方針（（本大深度地下鉄道トンネル

防災委員会報告書 ）に基づき、基本方針Ⅲに係る事項について講じる

対策を、後記（Ａ）から（Ｇ）までのとおり記載している。 

（Ａ）火災・爆発について 

ａ 施設の不燃化、可燃物の減少等の火災・爆発発生防止 

鉄道技術基準省令及び鉄道技術基準省令解釈基準に基づき、車

両及び地上設備は、不燃化及び難燃化を実施し、車両内の電気設

備は、絶縁破壊等による火災のおそれのないもの及び過熱焼損の

おそれのないものとする。また、超電導リニア特有の地上設備で

ある地上コイルは、技術基準告示に基づき、火災のおそれのない

ものとする。 

超電導リニアの台車には、可燃物である支持輪タイヤを搭載す

るが、火災検知装置や消火ノズルの設置により対策を実施するこ

ととし、その対策の妥当性については、本中央リニア調査有識者委

員会 において確認されている。また、乗客による可燃物の持込

みの抑制を実施する。 

ｂ 火災の覚知及び火煙の対策 

車両内で発生した火災を早期に発見するため、非常通報装置及

び台車等の異常を検知可能な装置の設置をする。また、軌道空間

にカメラ等を設置し、トンネル内の状況の確認を可能にする。収

集した情報は、指令において一元管理し、指令から関係者への迅

速な情報提供体制を構築する。乗客へは、乗務員による車両内の

放送設備等により、適宜情報提供を行い、不安感による混乱を防

止する。 

火災が発生した際には、鉄道技術基準省令解釈基準に基づき車

両内に設置された消火器により、乗務員が初期消火を行い、同時

に乗客の避難誘導を実施する。乗客を避難誘導した後、火災車両

の貫通扉及び車端部に設ける仕切戸の締切処理をすることによ

り、延焼及び煙の流入を防止する。 
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ｃ 利用者等の避難 

列車火災発生時、万一大深度地下トンネル内で停止した場合、

乗客は、乗務員の指示の下、トンネルの軌道空間から下部空間の

安全な避難通路へ避難し、最寄りの非常口まで移動し、エレベー

ターや階段を使用して地上へ避難する。 

ｄ 円滑な消防活動の実施 

トンネル内には、鉄道技術基準省令及び鉄道技術基準省令解釈

基準に基づき、続結送水管等を設置し、円滑な消防活動に寄与す

る。列車火災等を覚知した際は、指令は、消防機関等へ通報し、

消防隊は、避難者との交錯を回避するため、下部空間の避難通路

下外の空間を移動し、消防活動及び消火活動を行う。 

ｅ 火災時の設備等の作動等 

トンネル内における火災、事故に備え、その機能を十分発揮で

きるよう、鉄道技術基準省令及び鉄道技術基準省令解釈基準に基

づき、非常用設備の点検、保守を実施する。運営に当たっては、

鉄道技術基準省令解釈基準に基づき、関係機関との協議を踏まえ

て火災発生時の対応等に関するマニュアルを整備することによ

り、関係者間で協力し、円滑に対応する。 

ｆ 火災・爆発の施設周辺への影響防止 

車両及び地上設備の火災・爆発を防止するために、前記のとお

り、不燃化・難燃化を実施する。周辺環境を考慮し、非常口の排

気口の配置等についても考慮する。 

ｇ 複合施設での火災対策 

本件事業の大深度地下使用空間は、全線が線的施設であり点的

施設と線的施設又は点的施設同士の複合施設はない。 

（Ｂ）地震について 

ａ 地震を念頭に置いた接続部分等での対策 

予想される地震に対して安全を確保することを目的とし、トン

ネルと非常口との接続部については、本大深度地下鉄道トンネル

防災委員会 における有識者の見解に基づき、（本大深度地下使用技

術指針・同解説 、本鉄道構造物等設計標準・同解説 シールドト

ンネル 及び本鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 によ

り耐震検討を行い、接続部にかかる外力や変位に対して、十分な
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耐力及び追従性を有することを確認した上で、必要により適切な

セグメント及び継手を用いる対策を講じる。 

ｂ 活断層への配慮・対策 

本件事業区域と交差する可能性がある活断層について、交差部

周辺において、本件鉄道会社の実施したボーリングデータ及び公

的機関より収集したボーリングデータを用いて検討した結果、年

代の古い地層に断層活動に伴うずれや変形が認められないこと

が確認できたため、これらの断層は事業区域周辺には達していな

いと判断する。このため、本件事業区域では、活断層が構造物に

作用する影響に対しては、特段の配慮をしない。 

なお、地震が発生した際に列車を早期に減速、停止させるシス

テムとして、東海道新幹線で実績のある早期地震警報システムを

導入する。 

ｃ 空気、水、エネルギーの供給ライン等への対策 

避難、消防活動等に係る通路誘導灯などの避難誘導設備、換気・

排煙設備、配電設備及び続結送水管等の各種設備については、耐

震化を図るとともに、設備を設置する非常口及びトンネルは、（本鉄

道構造物等設計標準・同解説 開削トンネル 、本鉄道構造物等設

計標準・同解説 シールドトンネル 及び本鉄道構造物等設計標

準・同解説 耐震設計 に準拠し、構造物本体の耐震性を確保す

る。 

また、非常口横に併設する本線及び換気施設の関続設備を置く

設備棟については、官庁施設の総合耐震計画基準等を参考として、

必要な対策を行い、設備の地震に対する安全性を確保する。 

さらに、後記（Ｄ）において示す広域受電方式により、地震時

の非常用電源を確保する。 

これらの対策により、地震時において供給ライン等の施設機能

が十分機能するようにする。 

（Ｃ）浸水について 

ａ 浸水対策及び漏水への止水対策 

トンネル内への浸水や漏水防止を目的とし、本鉄道構造物等設

計標準・同解説 シールドトンネル に準拠し、想定される水圧

に対して十分な止水性を有するセグメント継手部の止水シール
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材等の防水工を設置する。 

非常口等の地表部の開口部においては、高潮、津波、豪雨、河

川氾濫等による浸水を防止する対策として、国や市町村等が定め

たハザードマップにおいて想定される浸水深に対し、防水扉等の

対策を実施する。ハザードマップが未作成の地域については、過

去の浸水実績等の調査を行い、浸水被害を想定し、必要に応じて

浸水を防止する対策を実施する。 

トンネル内においては火災時の消火水を排水する必要があり、

本件事業区域の状況に見合った排水能力を有する排水設備を設

置する。停電時の電源については、後記（Ｄ）において示す広域

受電方式により、信頼性の高いものを確保する。 

ｂ 浸水や漏水に対する情報伝達及び避難誘導 

行政からの避難指示等が発令された場合は、速やかに運転規制

や浸水の危険のない区間へ列車の待避を行うとともに、乗客の避

難誘導を行う。また、異常時の対応が円滑に行われるように、マ

ニュアルの整備と、それに基づく教育・訓練を実施する。 

その他、浸水の早期発見及び浸水時における情報伝達を迅速か

つ確実に行うため、指令では、鉄道技術基準省令及び鉄道技術基

準省令解釈基準に基づき設置する通報設備等を活用し、情報収集

のほか、浸水時の通報・警報、情報提供、避難誘導の指示等を実

施する。 

（Ｄ）停電について 

中央新幹線のき電用変電所（（下下本変電所 という。）は、電力会

社の基幹変電所から、信頼度の高い１５４キロボルトの送電線によ

り２回線で受電するほか、変電所間を２回線の配電線で接続させる

ことにより、隣接の変電所からも電源を供給できる構成とする。こ

れにより、１か所の変電所が停電した場合でも、隣接する変電所よ

り電源の供給が可能となる。 

また、大深度地下使用区間においては、万が一広域的な災害が発

生し、隣接する２か所の変電所が同時に停電した場合であっても、

広域受電方式により、更に遠方の変電所から電源を供給することで、

避難に最低限必要な設備に対する電源を確保する。 

なお、車両には避難時間下上の稼働時間の容量を持つバッテリー
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を搭載し、非常灯等の異常時に必要となる設備の電源を確保するが、

列車の運行ができないような広域的な災害が発生した場合には、車

外避難することを基本とする。 

（Ｅ）救急・救助活動について 

救急・救助活動は、上記（Ａ）の考え方を基本とし、上記（Ａ）

の対策のために設置した設備は、監視、通報、避難誘導、消防隊の

進入等、救急・救助活動にも寄与する。 

また、災害状況確認や情報提供、協力体制の構築については、鉄

道技術基準省令解釈基準に基づき、消防機関との協議を行い、マニ

ュアルの作成や係員への教育・訓練、消防活動上有効な情報の消防

機関への提供等を実施する。非常用設備の点検についても、鉄道技

術基準省令解釈基準に基づき、動作確認等を実施する。 

（Ｆ）犯罪防止について 

非常口の地上部等のトンネル内へのアクセスポイントには、出入

監視・管理を実施し、犯罪に及ぶ侵入を未然に防止する。 

列車内は乗務員による車内巡回、車両内の必要な箇所への車内カ

メラの設置等を行うほか、各車両には通報設備や非常ブザーを設置

し、犯罪を防止する。 

（Ｇ）不安感の解消について 

避難者の不安感の払拭のため、トンネル内の避難通路に照明を設

けるほか、避難設備の概要や避難通路が安全な空間であることにつ

いて、避難者への適切な情報提供を実施する。また、下部空間の避

難通路には、通路を拡幅した一時待避スペースを設けることにより、

圧迫感を解消する。そのほか、乗務員等による適切な避難誘導が実

施されるように、マニュアルの作成や教育・訓練を実施して、避難

者の不安感の解消に努める。 

Ｃ 基本方針Ⅲの１の適合性 

基本方針Ⅲの１への適合性の判断に当たっては、大深度地下におい

て想定される災害等の態様、これを回避又は低減するための別添書類

（安全確保・環境保全）に記載された措置の実効性等諸般の事情を考

慮する必要があり、その性質上、高度に政策的な判断や専門技術的な

判断が求められることになるから、その判断は、これらに精通する国

土交通大臣（処分庁）の合理的な裁量に委ねられているというべきで
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ある。したがって、上記基本方針への適合性の判断について、重要な

事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなど、裁

量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものと認められる場合でない

限り、当該判断を前提とする本件使用認可が違法であるとはいえない。 

大深度地下鉄道トンネル防災委員会は、安全確保指針において要求

される安全水準について、本件鉄道会社が検討した安全・防災対策等

を基に検討を行い、平成２６年３月にその成果を大深度地下鉄道トン

ネル防災委員会報告書に取りまとめているところ、同報告書において

は、安全確保指針の本火災・爆発 及び本救急・救助活動 において

示された講ずべき措置についての対応方針が整理されるとともに、本地

震 、本浸水 、本停電 への基本的な対応方針が検討されており、同委

員会で確認した施設・設備等を前提とすることにより、大深度地下鉄

道トンネルの安全水準及び大深度法に基づき求められる安全確保指針

の安全水準は、確保できるものと考えるとされている。 

そして、本件申請を受けた処分庁は、本件申請時の別添書類（安全

確保・環境保全）に記載された上記Ｂの（Ａ）から（Ｇ）までの対策

は、基本方針Ⅲの１記載の各事項について事業者が留意すべき事項を

示した安全確保指針（（上記（（２）のウの（ア））に基づく、安全上の課

題についての具体的な措置であり、安全の確保に配慮しているものと

認められるとしている。また、処分庁は、事業計画のうち安全の確保

に係る部分は、大深度地下鉄道トンネル防災委員会報告書記載の対応

方針に沿ったものとなっていることを確認したとしている。 

本件鉄道会社が検討した安全・防災対策等及び処分庁による確認に

ついて、不合理というべき点は見当たらず、本件申請に係る事業は、

基本方針Ⅲの１に適合しているとした処分庁の判断については、重要

な事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなどと

は認め難く、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとは認め

られない。 

（イ）環境の保全（基本方針Ⅲの２） 

Ａ 基本方針の内容 

基本方針においては、大深度地下を使用する事業については、騒音、

振動、景観、動植物等に関して、地上・浅深度地下と比較して環境影

響が小さくなる利点がある一方、地下水位・水圧の低下、地盤沈下等
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に特に配慮すべきであり、概要下下のとおりである基本方針Ⅲの２の

（１）から（５）までを踏まえて、環境影響評価法等に基づく環境影

響評価手続を行うことにより、環境への影響が著しいものとならない

ことを示しつつ、地域の理解を得ていくことが必要であるとされてい

る。 

基本方針Ⅲの２（本（１）地下水 では、地下水位・水圧の低下を抑え

る必要があり、その原因となる施設内への漏水に対して止水性（水密

性）の向上を図る等の対応が必要であるとともに、地下水の流動に影

響を与え、環境問題となるおそれのある場合には、シミュレーション

等事前に対策を行う必要があり、地下水の汚染を防止するため、地下

水への影響の少ない工法の採用を検討すること等が必要であるとされ

ている。本（２）施設設置による地盤変位 では、地盤を変形・変位さ

せないような慎重な施工を行うことが必要であり、施設については、

長寿命化を図り、施設の強度低下や損傷による地盤変位の発生を防止

することが必要であるとされている。本（３）化学反応 では、大深度

地下に存在する還元性を示す地層は、酸素に触れることにより酸化反

応を起こし、地下水の強酸性化、有害なガスの発生、地盤の発熱や強

度低下を生じるおそれがあるため、事前に地層に対する調査を行い、

慎重に対応する必要があるとされている。本（４）掘削土の処理 では、

施設の建設により発生する掘削土については、泥水シールド工法等で

発生する汚泥等の適正な処理を行うとともに、盛土材料、埋戻材料と

して再資源化を図るなど、環境への影響が著しいものとならないよう

にすることが必要であるとされている。本（５）その他 では、地上と

の接続箇所が限定されることに伴う施設の換気等の問題については、

有害ガスの早期検出、除去を行う等慎重に対策を実施する等の配慮が

必要であるとされ、交通機関等の大深度地下の使用については、長期

的な振動等が人体に与える影響を含め環境への影響につき厳正な審査

を行うなどとされている。 

Ｂ 別添書類（安全確保・環境保全）の記載内容 

本件鉄道会社は、別添書類（安全確保・環境保全）において、上記

（２）のキのとおり、環境影響評価を実施し、環境保全指針に示され

た環境保全のための検討項目についても、影響及び環境保全のための

措置の検討を行っているとして、各検討項目について下下のとおり記
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載している。 

（Ａ）地下水 

本件事業では、シールドトンネル部は、トンネル構造の密閉性が

高く、地下水への影響が少ないシールド工法により設置する。シー

ルドトンネルの止水性については、技術進歩により、ほとんど漏水

がないシールドトンネルが数多く施工されていることから、シール

ドトンネル内の漏水はほとんど生じない。シールドトンネルの標準

的な断面の直径は約１４メートルであり、これまでの文献及びボー

リングによる地質調査結果から想定される帯水層の広がりに対し

て十分に小さい。 

また、地下駅等についても、止水性の高い地中続続壁等を設ける

ことから、設置完了時も、漏水又はこれによる地下水の水位低下は

ほとんど生じない。浸透流解析の結果からも、その影響範囲は鉄道

施設周辺においてごく限定的で、圧密沈下もほとんど生じない。 

さらに、予測される地下水位の低下量は小さく、水圧の低下もほ

とんど生じず、その範囲も鉄道施設周辺においてごく限定的である

ため、地下水位・水圧低下による井戸等の取水障害への影響はない

と考える。 

そして、シールドトンネルの施工では、密閉式のシールドにより

掘削した直後にセグメントで露出した地盤を覆うため、地盤及び地

下水が長期に直接空気に触れることはないことから、地盤及び地下

水が酸性化することはなく、地下水の水質への影響はないと考える

が、環境保全措置として地下水の継続的な監視を実施する。地盤凝

固材を使用する場合には、その使用を極力少なくするように努める

とともに、国等の指針に基づき施工し、地下水の水質の監視を行う。 

したがって、地下水位・水圧低下による地盤沈下や取水障害への

影響、地下水の流動阻害による影響、地下水の水質への影響はなく、

本件鉄道会社の実行可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又

は低減していると評価する。 

なお、事後調査は実施しないが、地下駅、変電所及び非常口（都

市部）付近の地点において、地下水位の観測を実施する。また、地

盤凝固材を使用する場合には、地下水の水質の監視を行うほか、地

下駅等付近の地点において、地下水の水質の観測を実施する。 
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（Ｂ）施設設置による地盤変位 

調査及び影響の検討の結果、トンネル施工による既設構造物に与

える影響は、問題となるものではないと考えられ、特段の措置を講

じない。トンネル施工による地盤変位の影響については、有識者に、

解析箇所、解析方法、解析範囲及び解析結果の妥当性を確認してい

る。 

なお、事後調査は実施しないが、変位計測を実施する。 

（Ｃ）化学反応 

シールドトンネルの施工では、密閉式のシールドにより掘削した

直後にセグメントで露出した地盤を覆い、地下駅等の施工において

も、止水性の高い地中続続壁等で地下水を止水した後に掘削するた

め、地盤及び地下水が長期に直接空気に触れることはない。そのた

め、設置完了後も含めて、地盤及び地下水が酸性化することはなく、

化学反応による地盤の発熱及び強度低下のほか有害ガスは生じな

いと考えられるから、環境保全措置の検討は行わない。 

天然ガスの発生に対しては、環境保全措置として、労働安全衛生

規則に定められる措置を採るほか、天然ガスに関する危険度のラン

クや発生ガスの濃度に応じて、必要な災害発生防止対策や、作業規

制等の異常時対応を実施する。 

このことから、本件鉄道会社の実行可能な範囲内で環境影響をで

きる限り回避又は低減していると評価する。なお、事後調査は実施

しない。 

（Ｄ）掘削土の処理 

工事の実施により建設副産物が発生することから、事業者の実行

可能な範囲内で環境影響をできる限り回避又は低減することを目

的として、環境保全措置の検討を行った。建設発生土はできる限り

再利用に努めるとともに、建設汚泥は脱水処理により発生の抑制・

減量化を行う。また、建設発生土を有効利用する事業者に対して土

壌汚染等に関する情報提供を図り、利用先での適切な取扱いが進め

られるよう努める。再利用できないものについては、関係法令等を

遵守し、適正に処理・処分を行う。 

このことから、本件鉄道会社の実行可能な範囲内で環境影響をで

きる限り回避又は低減していると評価する。 
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さらに、本件事業に起因する汚染土壌の拡散を未然に防止するた

め、トンネル工事等に伴う発生土について、資料等調査などの結果

に基づき、下後の段階で詳しく調査をすべき地質の絞り込みを行い、

汚染のおそれがある場合には、発生土に含まれる重金属等の定期的

な調査を実施する。 

汚染のおそれのある土壌については、拡散を防止するため、土壌

汚染の可能性がある地域においては重金属等の定期的な調査を行

い、汚染のおそれのある土壌が確認された場合には、土壌を選別し

て対象物質の種類や含有状況等に合わせた現場管理を行うととも

に、関続法令等に基づき処理・処分を行い、拡散を防止する。 

事業の実施に当たっては、要措置区域等外の工事であっても、工

事中に刺激臭、悪臭又は異常な色を呈した土壌や地下水を確認し、

汚染のおそれのある土壌が確認された場合には、運搬及び処理に当

たり、土壌汚染対策法の規定に準じて適切な取扱いを行う。 

なお、事後調査は実施しないが、掘削土等の発生量や活用量等に

ついては、実績の把握を行う。 

（Ｅ）その他 

施設の換気等については、誘導集電装置の採用により列車の車両

から排気ガスが発生せず、換気施設等からの大気汚染物質の排出に

よる影響が生じる可能性がないため、検討項目に選定していない。 

騒音については、環境保全措置として、本環境対策型換気施設の採

用 、本消音装置の設置 、本換気ダクトの曲がり部の設置 及び本換

気施設の点検・整備による性能維持 を実施する。また、環境対策

型換気施設の詳細な設計時には、主な騒音源の騒音値を踏まえ設備

を覆うコンクリートの厚さを検討する。これらの確実な実施により、

鉄道施設（換気施設）の供用に係る騒音の環境影響について低減が

図られているものと評価する。また、騒音レベルの予測結果は、基

準又は目標との整合が図られていると評価する。なお、事後調査は

実施しないが、各換気施設の周辺の地点において、測定を行う。 

振動については、環境保全措置として、本環境対策型換気施設の採

用 、本防振装置の設置 及び本換気施設の点検・整備による性能維

持 を確実に実施することから、鉄道施設（換気施設）の供用に係

る振動の環境影響について低減が図られているものと評価する。ま
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た、振動の予測結果は、基準又は目標との整合が図られていると評

価する。なお、事後調査は実施しないが、各換気施設の周辺の地点

において、測定を行う。 

低周波音については、環境保全措置として、本環境対策型換気施設

の採用 、本消音装置の設置 及び本換気施設の点検・整備による性

能維持 を確実に実施することから、鉄道施設（換気施設）の供用

に係る低周波音の環境影響について低減が図られているものと評

価する。また、鉄道施設（換気施設）の供用による低周波音は、参

考値との整合が図られていると評価する。なお、事後調査は実施し

ないが、各換気施設の周辺の地点において、測定を行う。 

微気圧波については、環境保全措置として、本多孔板の設置 及び

本多孔板の維持管理 を確実に実施することから、列車の走行に係

る非常口（都市部）及び地下駅から発生する微気圧波の環境影響に

ついて低減が図られているものと評価する。また、非常口（都市部）

及び地下駅から発生する微気圧波の評価結果は、基準値との整合が

図られることを確認した。なお、事後調査は実施しないが、各非常

口周辺の学校、住居等に配慮した地点において、測定を行う。 

Ｃ 基本方針Ⅲの２の適合性 

基本方針Ⅲの２への適合性の判断に当たっては、本件事業の内容及

び施工方法、環境影響評価の結果、環境への影響を回避又は低減する

ための別添書類（安全確保・環境保全）に記載された措置の実効性等

諸般の事情を考慮する必要があり、その性質上、高度に政策的な判断

や専門技術的な判断が求められることになるから、その判断は、これ

らに精通する国土交通大臣（処分庁）の合理的な裁量に委ねられてい

るというべきである。したがって、上記基本方針への適合性の判断に

ついて、重要な事実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性

を欠くなど、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものと認めら

れる場合でない限り、当該判断を前提とする本件使用認可が違法であ

るとはいえない。 

本件申請を受けた処分庁は、上記（２）のシのとおり、本件聴取に

おいて、専門的学識経験者である教授等は、本件事業の事業計画によ

る地下水及び地盤変位への影響について、本件鉄道会社の実施した調

査、予測及び評価はいずれも妥当であるとの意見であることを確認し
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ている。 

また、本件聴取において、留意点として、本件鉄道会社は、工事中

及び工事完成後も一定期間、観測を行い、モニタリング結果に基づき

適切に測定期間を設定することにより、影響把握を行うことに留意す

ることが重要であるとの指摘があった（上記（２）のシの（エ））。こ

の点について、本件鉄道会社は、第８回首都圏大深度地下使用協議会

及び第６回中部圏大深度地下使用協議会（（上記第１の２の（９））にお

いて、工事の実施段階においても、環境影響評価書に記載したとおり、

現地状況などに応じた環境保全措置を確実に実施するとともに、念の

ため、工事による影響がないことを確認するため、シールド工事区間

の地表面の変位等や公共用の井戸等における水位の測定を行う予定で

あるとともに、これらの測定結果は本件事業区域内の住民に適時知ら

せると述べており（（各議事録）、処分庁は、かかる事業者の方針も確認

し、申請に係る事業の事業計画については、基本方針や基本方針Ⅲの

２記載の各事項について具体的な指針を定めた環境保全指針の内容に

従い、環境の保全に配慮したものとなっているものと認められるとし

ている。 

本件鉄道会社が実施した環境影響評価、本件鉄道会社の検討した環

境への影響及び環境保全のための措置並びに処分庁による確認につい

て、不合理というべき点は見当たらず、本件申請に係る事業は、基本

方針Ⅲの２に適合しているとした処分庁の判断については、重要な事

実の基礎を欠き又は社会通念に照らし著しく妥当性を欠くなどとは認

め難く、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとは認められ

ない。 

（ウ）基本方針Ⅲのその余の事項等 

上記（２）のイのとおり、基本方針Ⅲには、上記（ア）及び（イ）に

述べたところのほか、本３ バリアフリー化の推進・アメニティーの向上 

として、バリアフリー化の推進及びアメニティーの向上という項目、本４ 

安全・環境情報等の収集・活用 という項目、本５ その他大深度地下の

公共的使用に際し配慮すべき事項 として文化財の保護及び国公有財産

への影響という項目がそれぞれ掲げられているところ、このうち、本４ 

安全・環境情報等の収集・活用 の項目については、安全確保指針及び

環境保全指針において更に述べられている（上記（２）のウ）。これらの
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項目に係る事項に関し、上記（ア）及び（イ）に述べたところのほか、

本件申請の添付書類（（本（（別添書類第１１号）配慮事項に係る措置を記載

した書類 ）によれば、本件申請に係る事業は、これらの項目に適合して

いると認められる。なお、上記（２）のイのとおり、基本方針の本Ⅳ そ

の他大深度地下の公共的使用に関する重要事項 においては、技術開発

の推進及び大深度地下利用に関する情報収集・公表という項目が掲げら

れているところ、これらの項目に係る事項は、その内容に照らし、国又

は地方公共団体が負う責務等について述べたものであると認められ、大

深度法１６条５号の要件に係る審査に直接には関続しないものと解され

る。 

エ 小括 

したがって、本件申請に係る事業について、本件事業の事業計画は基本

方針に適合するものであるから、本件申請に係る事業は、大深度法１６条

５号の要件に該当する。 

（８）大深度法１６条６号について 

大深度法１６条６号は、使用の認可の要件として、事業により設置する施

設等が、事業区域に係る土地に通常の建築物が建築されてもその構造に支障

がないものとして政令で定める耐力下上の耐力を有するものであることを

掲げている。 

ア 本件鉄道会社は、本件申請に係る申請書の別添書類第５号として、施設

等の耐力の計算方法を明らかにした書類（（下下本別添書類（耐力計算） と

いう。）を提出している。本件鉄道会社は、大深度法、大深度法施行令、平

成１３年国土交通省告示第２９２号から第２９５号までに加えて、本大深

度地下使用技術指針・同解説 （下下本使用技術指針 という。）、本トンネ

ル標準示方書（ シールド工法編］・同解説 、本鉄道構造物等設計標準・同解

説 シールドトンネル 、本鉄道構造物等設計標準・同解説 開削トンネル 

及び本鉄道構造物等設計標準・同解説 コンクリート構造物 の基準に基

づき設置する施設に作用する荷重を算定し、また、使用技術指針を踏まえ

て、シールドトンネルの設計手法の検討を行うことを目的とする有識者の

委員会を立ち上げ、本中央新幹線 大深度地下シールドトンネル技術検討

委員会報告書 及び本中央新幹線 大深度地下シールドトンネル他設計施

工の手引き を定めた。 

本件鉄道会社は、平成１３年国土交通省告示第２９２号及び第２９５号
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に基づき、通常の建築物の建築により作用する荷重、土圧及び水圧を合計

し、地盤反力を考慮して、設置する施設の頂面において作用する荷重に対

する必要な耐力が最も大きくなる断面を特定した上、各断面において、シ

ールドトンネルのセグメントを構成する各部材に発生する応力（下下本発

生応力 という。）を算定したところ、各部材の発生応力は、全てその部材

の許容応力度の範囲内であり、十分な耐力を有することを確認したとして、

本件申請をしている（別添書類（耐力計算））。 

そして、本件申請を受けた処分庁は、本件鉄道会社による確認方法が、

大深度法、大深度法施行令、国土交通省告示等の内容に従ったものになっ

ていることを検証し、申請に係る事業により設置する施設等が、法令上必

要とされる耐力を有していることを確認したとしている。 

イ 本件鉄道会社による確認方法及び処分庁による検証について、不合理と

いうべき点は見当たらないから、本件申請に係る事業について、事業によ

り設置する施設等が、事業区域に係る土地に通常の建築物が建築されても

その構造に支障がないものとして政令で定める耐力下上の耐力を有する

ものであり、本件申請に係る事業は、大深度法１６条６号の要件に該当す

る。 

（９）大深度法１６条７号について 

大深度法１６条７号は、使用の認可の要件として、事業の施行に伴い、事

業区域にある井戸その他の物件の移転又は除却が必要となるときは、その移

転又は除却が困難又は不適当でないと認められることを掲げている。 

本件申請に係る申請書の本（（別添書類第４号）物件に関する調書 （大深度

法１３条に基づく調書）によれば、本件鉄道会社は、平成２７年１１月から

平成３０年１月にかけて、本件事業区域に係る土地及び建物の所有者又は管

理者に対して、本件事業区域内の物件の有無について、訪問、郵送、電話等

により調査を実施し、その結果、本件事業区域に５件の井戸があることを確

認し、各井戸について、移転・新設に係る見積りの額を算出しているから、

処分庁が、事業区域にある井戸その他の物件の移転又は除却が困難又は不適

当でないと認められる旨判断したことについて、不合理というべき点は見当

たらない。 

したがって、本件申請に係る事業について、事業区域にある井戸その他の

物件の移転又は除却が必要となるものの、その移転又は除却が困難又は不適

当でないと認められ、大深度法１６条７号の要件に該当する。 
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（１０）小括 

上記（２）から（９）までによれば、本件申請に係る事業は、大深度法１

６条各号の要件の全てに該当するため、国土交通大臣による本件使用認可に

ついて、違法又は不当であるとは認められないというべきである。 

（１１）審査請求人の主張について 

審査請求人は、審査請求人の許諾なしに審査請求人の所有の土地の下にト

ンネルを掘ることは、安心して暮らす権利等の侵害であり、また、審査請求

人は、大深度地下トンネルについて説明を受けておらず、説明会の案内も受

けていないが、審査請求人に対して個別に説明に来るべきであるし、本件事

業による被害が生じた場合の補償対策を明示すべきであると主張する。 

審査請求人の上記主張を善解すると、本件申請に係る事業は、基本方針に

適合していないことから、大深度法１６条５号の要件を充足しないと主張す

るものと解される。 

しかしながら、本件申請に係る事業が基本方針に適合していることは上記

（７）において検討したとおりであり、審査請求人の主張は独自の見解であ

って、採用することができない。 

３ まとめ 

下上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの本件諮

問に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   八   木   一   洋 

委   員   野   口   貴 公 美 

委   員   村   田   珠   美 
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（別紙） 

 

○使用の認可をした理由 

申請に係る事業は、下下のとおり、大深度地下の公共的使用に関する特別措置法

（平成12年５月26日法律第87号。下下本法 という。）第16条各号の要件を全て

充足するものと判断されるため、使用の認可をしたものである。 

 

１ 法第16条第１号の要件への適合性 

 

中央新幹線については、平成 23 年５月の交通政策審議会陸上交通分科会鉄道

部会中央新幹線小委員会（下下本小委員会 という。）の答申を経て、同月に全国

新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）第６条第１項の規定に基づき、東海

旅客鉄道株式会社（下下本ＪＲ東海 という。）が、営業主体及び建設主体として

国土交通大臣の指名を受けるとともに、同法第７条第１項により決定された整備

計画（下下本整備計画 という。）に基づき、同法第８条に定められた国土交通大

臣による建設指示を受けている。また、同法第14条第１項の規定により、本営業

主体と建設主体が同一の法人である場合において建設主体に対する第８条の規

定による建設の指示が行われたときは、当該指示に係る建設線の区間について、

当該法人は、鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第３条第１項の規定による第

一種鉄道事業の許可を受けたものとみなす。 とされているため、ＪＲ東海は、中

央新幹線について、鉄道事業法第３条第１項の規定による許可を受けた鉄道事業

者であると認められる。 

また、現在東海道新幹線が担っている東都都・大阪市間の大動脈について、速

達性を向上させるとともに、二重系化する等の中央新幹線の性格に鑑みると、中

央新幹線が一般の需要に応ずる鉄道事業であることは、明らかである。 

さらに、中央新幹線（品川・名古屋間）は、中央新幹線のうち、平成 26 年 10

月に全国新幹線鉄道整備法第９条第１項の規定に基づく工事実施計画（下下本工

事実施計画 という。）の認可を受けた品川・名古屋間を先行整備する事業（下下

本本件事業 という。）であることから、本件事業は、法第４条第４号に掲げる本鉄

道事業法（昭和61年法律第92号）第７条第１項に規定する鉄道事業者が一般の

需要に応ずる鉄道事業の用に供する施設に関する事業 に該当すると認められる。 

したがって、申請に係る事業は、本事業が第４条各号に掲げるものであること。 

との法第16条第１号の要件を充足するものと判断される。 



54 

 

２ 法第16条第２号の要件への適合性 

 

(1)（対象地域で施行されるものであること 

申請に係る事業の事業区域は、東都都品川区北品川三丁目地内から東都都町田

市小山町地内までの 33.3 キロメートルの区間、及び愛知県春日井市坂下町一丁

目地内から愛知県名古屋市丸の内一丁目地内までの 17.0 キロメートルの区間と

されており、法第３条並びに大深度地下の公共的使用に関する特別措置法施行令

（平成 12 年政令第 500 号）第３条及び別表第１に規定する対象地域内に存する

ものと認められる。 

 

(2)（大深度地下で施行されるものであること 

申請に係る事業は、ボーリング調査等により特定した支持地盤上面から 10 メ

ートルの深度、又は国土地理院発行の基盤地図情報（航空レーザー測量）に基づ

き設定した地表面からの深度 40 メートルに地上高の測量精度や地形の経年変動

を考慮した１メートルを加えた深度 41 メートルのいずれか深い方を大深度地下

として特定し、地下 41 メートルから地下 121 メートルの深さで施行するものと

されており、法第２条第１項に規定する大深度地下で施行される事業であると認

められる。 

 

(3)（小括 

したがって、申請に係る事業は、本事業が対象地域における大深度地下で施行さ

れるものであること。 との法第16条第２号の要件を充足するものと判断される。 

 

３ 法第16条第３号の要件への適合性 

 

(1)（申請に係る事業を施行する必要性及びその必要性が公益目的に合致しているこ

と 

中央新幹線の整備の意義及びその効果については、小委員会の答申に掲げられ

ているとおり、先ず、東海道新幹線は、現在、我が国の国民生活及び経済社会を

支える大動脈であるところ、中央新幹線を整備し、東都都・大阪市間を超電導磁

気浮上方式で走行する高速鉄道で結ぶことにより、速達性向上による効果がもた

らされるとともに、中央新幹線及び東海道新幹線の二重系化により災害リスクに
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対する機能が強化される等、三大都市圏（東都圏、名古屋圏及び関西圏）を高速

かつ安定に結ぶ幹線鉄道路線の充実が図られることとなる。 

また、三大都市圏下外の沿線地域においても、地域活性化方策とあいまって地

域振興に寄与することが期待されるとともに、三大都市圏が相互に約１時間で結

ばれることにより、我が国の人口の約半数が含まれる都市集積圏が形成され、国

土構造の変革、国際競争力の強化がもたらされるものと期待される。 

さらに、平成27年８月に策定された国土形成計画（全国計画）においても、中

央新幹線について、本東西大動脈の二重系化、三大都市圏の一体化、及び地域の活

性化等の意義が期待される と位置づけられるとともに、本国土構造にも大きな変

革をもたらす国家的見地に立ったプロジェクト であるとして、本三大都市圏がそ

れぞれの特色を発揮しつつ一体化し、４つの主要国際空港、２つの国際コンテナ

戦略港湾を共有し、世界からヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を先導す

るスーパー・メガリージョンの形成が期待される。 とされ、本東都圏の世界有数

の国際的機能と、名古屋圏の世界最先端のものづくりとそれを支える研究開発機

能、さらに関西圏で長きにわたり培われてきた文化、歴史、商業機能及び健康・

医療産業等が、新しい時代にふさわしい形で対流・融合することにより、幅広い

分野で新たな価値が創出されていくことが期待される。 とされている。 

現在東海道新幹線が担っている東都都・大阪市間の大動脈について、速達性を

向上させるとともに、二重系化する等の中央新幹線の目的や性格に鑑みると、小

委員会の答申や国土形成計画（全国計画）に掲げられた中央新幹線の意義等につ

いては十分に合理的なものであり、中央新幹線は、国民生活や経済社会、国土構

造等の側面から、公益目的に合致した事業であると認められる。 

なお、超電導リニアによる中央新幹線の早期整備の実現を推進するために東都、

神奈川、山梨、長野、岐阜、愛知、三重、奈良、大阪の各都府県における期成同

盟会等により構成された本リニア中央新幹線建設促進期成同盟会 や沿線経済団

体により構成された本リニア中央新幹線建設促進経済団体続合会 等により、中

央新幹線の整備促進に関する強い要望が寄せられており、本件事業を早期に施行

する必要性は高いものと認められる。 

本件事業は、中央新幹線のうち、平成26年 10月に工事実施計画の認可を受け

た品川・名古屋間を先行整備する事業であるところ、下上のように、本件事業の

一部である申請に係る事業は、これを施行する必要があり、その必要性は公益目

的に合致しているものと認められる。 
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(2)（路線の位置等に関する事業計画の合理性 

本件事業の路線の位置については、起終点となる品川駅・名古屋駅、山梨リニ

ア実験線、地上部とのアクセスとなる立坑である都市部非常口等の位置を前提と

して、超電導磁気浮上方式の技術的制約条件、地形・地質等の制約条件、生活・

自然環境等に配慮して、ルートが選定されているものと認められる。 

また、申請に係る事業により設置される施設等については、鉄道に関する技術

上の基準を定める省令（平成13年国土交通省令第151号）及びその関続図書に定

められた技術的基準等に従い計画されているものと認められる。 

したがって、申請に係る事業の事業計画に定められた内容のうち、路線の位置

や技術的構造については合理的であると認められる。 

 

(3)（大深度地下を使用する必要性が認められること 

本件事業は、品川駅と名古屋駅を超電導磁気浮上方式の新幹線により結ぶ鉄道

事業であり、首都圏及び中部圏内の高度に土地利用が進んだ市街地を通過する事

業であるところ、本件事業の施行・供用に伴う騒音や振動等による沿線地域の居

住環境等への影響を最小限のものとするため、申請に係る事業の事業区域につい

て、大深度地下を使用する必要性が認められる。 

また、(1)で述べたように、本件事業については、その整備促進に関する強い要

望があるところ、前述のように、本件事業は高度に土地利用が進んだ市街地を通

過する事業であり、用地取得がその事業期間に大きな影響を及ぼすものと見込ま

れるため、申請に係る事業の事業区域について、大深度地下を使用することによ

り、事業期間を短縮し、本件事業の円滑な遂行が可能になると認められる。 

このため、申請に係る事業の事業区域において大深度地下を使用する必要性が

認められる。 

 

(4)（小括 

したがって、申請に係る事業は、本事業の円滑な遂行のため大深度地下を使用す

る公益上の必要があるものであること。 との法第16条第３号の要件を充足する

ものと判断される。 

 

４ 法第16条第４号の要件への適合性 

 

１で述べたとおり、ＪＲ東海は、平成23年５月、全国新幹線鉄道整備法第６条
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第１項の規定により、中央新幹線の営業主体及び建設主体として国土交通大臣の

指名を受けるとともに、整備計画に基づき、同法第８条に定められた国土交通大

臣による建設指示を受けており、本件事業に係る法令上の施行能力が認められる

ため、本件事業の事業者として、法的観点からの適合性が認められる。 

また、ＪＲ東海は、営業主体及び建設主体としての指名を受ける前提として、

小委員会の答申において、東海道新幹線との一体的経営の合理性が指摘されてい

るほか、東海道新幹線の運行実績、山梨リニア実験線の建設・延伸・走行試験の

実施による事業遂行能力も評価されており、ＪＲ東海の財務状況に関する長期見

通しも勘案すると、本件事業に係る事業者として、経営や事業遂行能力の観点か

らも適合性が認められる。 

さらに、ＪＲ東海は、中央新幹線事業の遂行のための専属の組織を平成23年５

月に設置し、本事業を一元的に推進する実施体制を必要な人員とともに構築して

いる等、組織・人員の観点からも、本件事業に係る事業者としての適合性が認め

られる。 

したがって、申請に係る事業は、本事業者が当該事業を遂行する十分な意思と能

力を有する者であること。 との法第16条第４号の要件を充足するものと判断さ

れる。 

 

５ 法第16条第５号の要件への適合性 

 

法第16条第５号は、本事業計画が基本方針に適合するものであること。 との要

件であるところ、 

(1)（ 大深度地下における公共の利益となる事業の円滑な遂行に関する基本的な

事項、 

(2)（大深度地下の適正かつ合理的な利用に関する基本的な事項、 

(3)（安全の確保、環境の保全、その他大深度地下の公共的使用に関し配慮すべき

事項、 

との基本方針の構成に従い、それぞれの事項において使用の認可に関わる項目ご

とに、認可の理由を論ずることとする。 

 

(1)（大深度地下における公共の利益となる事業の円滑な遂行に関する基本的な事項 

 

①公共の利益となる事業であること 
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申請に係る事業が、公共の利益に資する事業であることについては、前記３(1)

で述べたとおりである。 

 

②事業の円滑な遂行のための方策がとられていること 

本件事業の事業者であるＪＲ東海は、申請に係る事業の事業計画及び大深度地

下の使用に関し、説明会の開催や事業者のホームページにおける申請書や説明会

資料等の掲載により、沿線地域をはじめ、広く住民に周知するための措置を講じ

ていることを確認している。また、説明会の開催に当たっては、事業者のホーム

ページ等で開催の周知を行ったほか、事業区域沿線の自治体広報誌や自治会回覧

によって事前の周知が行われていることを確認している。さらに、説明会の後に、

改めて事業区域に係る土地所有者や居住者に対し、事業区域を示す図面を添付し

た上で、説明会資料等を事業者のホームページや事務所で公開・閲覧しているこ

と等について、戸別配布、郵送により周知を行っていることも確認している。 

なお、平成 30 年８月 23 日及び 24 日に開催した、法第７条に基づく大深度地

下使用協議会において、一部の関係行政機関から事業者に対し、住民への丁寧な

対応を求める旨の意見が出されたことを受け、事業者は、本今後、ルート沿線の皆

様には、工事の内容やスケジュール等についてお知らせを行う予定であり、引き

続き、御質問等があれば、弊社工事事務所にて丁寧に対応してまいる 等と回答

しており、工事施行段階下降も含め、今後も、住民への周知措置を適切に実施し、

地域との続携を重視するという事業者の方針も確認している。 

下上のような事情を勘案するに、事業者は、基本方針が求めている住民への周

知措置を実施しているものと認められる。 

 

(2)（大深度地下の適正かつ合理的な利用に関する基本的な事項 

 

①大深度地下空間の利用調整 

申請に係る事業の大深度地下空間の利用調整については、事前の事業間調整を

行うに当たり、法第12条第１項の規定に基づき事業概要書を作成し、事業所管大

臣に送付している。その際、同条第２項の規定に基づき、事業者は官報への掲載

を実施し、事業概要書の縦覧を実施している。さらに、同条第３項及び第４項の

規定に基づき、法第７条の大深度地下使用協議会構成員を通じて当該事業概要書

の周知措置がなされている。その結果、他の事業者からの事業の共同化の申出は

なく、事業区域調整については４件の申出があったが、既にその調整は完了して
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いることを確認している。 

 

②既存の施設等の構造物等に支障が生じるおそれがある場合の措置 

申請に係る事業について、前記①のとおり、事業概要書を周知し、関係行政機

関に対して意見を求め、必要な調整が行われた結果、既存の施設等の構造物等に

関する支障はなくなっているものと認められる。 

 

(3)（安全の確保、環境の保全、その他大深度地下の公共的使用に関し配慮すべき事

項 

 

①安全の確保のための措置 

申請に係る事業の事業計画において、事業者は、基本方針のうち安全の確保に

関する事項を具体化した指針である本大深度地下の公共的使用における安全の確

保に係る指針 （下下本安全確保指針 という。）に基づき、安全上の課題となる

火災・爆発、地震、浸水、停電、救急・救助活動、犯罪防止、その他（不安感の

解消）について、具体的な措置を行うこととしており、事業者は、大深度地下の

公共的使用に際し、安全の確保に配慮しているものと認められる。 

特に、平成25年９月、公益財団法人鉄道総合技術研究所が、事業者の協力のも

と、学識専門家や総務省消防庁等を委員として本大深度地下鉄道トンネル防災委

員会 を設置しており、事業者は、本委員会で整理された対応方針に基づき、事

業計画のうち安全の確保に係る部分を作成していると認められるところ、当該部

分が、基本方針や安全確保指針の求める安全対策を具体化したものとなっている

ことを確認している。 

したがって、申請に係る事業の事業計画については、基本方針や安全確保指針

の内容に従い、安全の確保に配慮したものになっているものと認められる。 

 

②環境の保全のための措置 

事業者は、申請に係る事業について、環境影響評価法（平成９年法律第81号）

等に基づく環境影響評価その他の調査等を実施し、基本方針のうち環境の保全に

関する事項を具体化した指針である本大深度地下の公共的使用における環境の保

全に係る指針 （下下本環境保全指針 という。）に示された環境保全のための検

討項目である地下水、施設設置による地盤変位、化学反応、掘削土の処理、その

他（施設の換気等）について、影響の予測を行い、環境保全のための措置を検討、
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検証することによって、事業の各段階において適切な環境保全措置を講ずること

としている。 

申請に係る事業の事業計画による地下水及び地盤変位への影響については、平

成30年８月１日に、専門的学識経験者への意見聴取を行った。その結果、事業者

の実施した調査、予測、評価は、本環境保全の前提として、基準類に基づく適切な

設計、施工、維持管理を確実に実施すること を前提に、いずれも妥当とされ、

また、留意点として、本モニタリングとして、工事中および工事完成後も一定期間、

観測を行い、モニタリング結果に基づき適切に測定期間を設定することにより、

影響把握を行うこと。 が指摘されたところである。 

なお、平成 30 年８月 23 日及び 24 日に開催した、法第７条に基づく大深度地

下使用協議会において、一部の関係行政機関から、事業者に対し、工事による環

境への配慮について意見が出されたことを受け、事業者は、本工事の実施段階にお

きましても、環境影響評価に記載しましたように、現地状況などに応じた環境保

全措置を確実に実施するとともに、念のため、工事による影響がないことを確認

するため、シールド工事区間の地表面の変位などや公共用の井戸等における水位

の測定を行う予定 であるとともに、本これらの測定結果につきましては、地元の

方には、適時お知らせすることを考えて いるとの回答があり、工事施行段階に

おいても、環境保全措置を確実に実施し、併せてモニタリングを行い、その結果

について住民への周知を図るという事業者の方針も確認している。 

したがって、申請に係る事業の事業計画については、基本方針や環境保全指針

の内容に従い、環境の保全に配慮したものになっているものと認められる。 

 

(4)（小括 

したがって、申請に係る事業は、本事業計画が基本方針に適合するものであるこ

と。 との法第16条第５号の要件を充足するものと判断される。 

 

６ 法第16条第６号の要件への適合性 

 

事業者は、申請に係る事業により大深度地下に設置する施設が、法令上必要と

される耐力を有することを確認するため、耐力を確認する断面を特定し、国土交

通省告示に定める方法に基づいて、各断面において施設の頂面に作用する荷重を

算定した上で、各断面の施設に当該荷重が作用する場合の施設の各部材の応力が、

その部材の許容応力度の範囲内であることを確認している。 
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事業者による確認方法が法令や国土交通省告示の内容に従ったものになって

いることを検証することにより、申請に係る事業により設置する施設等が、法令

上必要とされる耐力を有していることを確認している。 

したがって、申請に係る事業は、本事業により設置する施設又は工作物が、事業

区域に係る土地に通常の建築物が建築されてもその構造に支障がないものとし

て政令で定める耐力下上の耐力を有するものであること。 との法第16条第６号

の要件を充足するものと判断される。 

 

７ 法第16条第７号の要件への適合性 

 

申請に係る事業の事業区域には、既存物件として井戸が５件存在するが、移転

及び解体撤去が可能であるため、当該物件の移転又は除去については本困難でな

い と認められる。また、当該物件の移転等により失われる利益が、本件事業の

施行により得られる公共の利益を上回るというような特段の事情は見当たらな

いため、当該物件の移転又は除去について本不適当でない と認められる。 

したがって、申請に係る事業は、本事業の施行に伴い、事業区域にある井戸その

他の物件の移転又は除却が必要となるときは、その移転又は除却が困難又は不適

当でないと認められること。 との法第16条第７号の要件を充足するものと判断

される。 

 

８ 結論 

 

下上のとおり、申請に係る事業は、法第 16条各号の要件を全て充足するものと

判断される。 




